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第１　法人の概況

１．主要な経営指標等の推移

（１）当連結会計年度の前連結会計年度及び当連結会計年度に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移

平成14年度 平成15年度

(自　平成14年
４月１日

至　平成15年
３月31日)

(自　平成15年
４月１日

至　平成16年
３月31日)

連結経常収益 百万円 546,073 488,837

連結経常利益
（△は連結経常損失） 百万円 △79,327 74,177

連結当期純利益
（△は連結当期純損失） 百万円 △78,874 113,987

連結純資産額 百万円 1,608,967 1,753,646

連結総資産額 百万円 16,349,810 15,326,171

連結自己資本比率
（国際統一基準）
（又は国内基準）

％ 11.05 12.49

連結自己資本利益率 ％ △4.87 6.77

営業活動による
キャッシュ・フロー 百万円 △128,572 △59,299

投資活動による
キャッシュ・フロー 百万円 △5,294 26,834

財務活動による
キャッシュ・フロー 百万円 60,000 12,000

現金および現金同等物の
期末残高 百万円 39,718 19,251

職員数 人 1,377 1,370
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（２）当行の当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推移

日本政策投資銀行

期 別 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

決 算 年 月

単 位

平成12年３月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月

経常収益 百万円 403,900 668,875 623,309 546,073 488,837

経常損益 百万円 22,960 30,427 △61,786 △79,326 74,176

当期純損益 百万円 22,960 23,444 △60,978 △78,874 113,986

資本金 百万円 976,286 1,039,386 1,122,286 1,182,286 1,194,286

純資産額 百万円 1,928,181 1,606,947 1,628,446 1,608,968 1,753,646

総資産額 百万円 19,581,221 18,344,655 17,250,231 16,349,810 15,326,174

預金残高 百万円 ― ― ― ― ―

貸付金残高 百万円 18,754,468 17,741,159 16,738,488 15,713,160 14,785,724

有価証券残高 百万円 351,508 436,165 431,041 439,073 426,981

国際統一基準による自己
資本比率 ％ ― 10.17 10.76 11.05 12.49

自己資本利益率 ％ 2.46 1.51 △3.77 △4.87 6.77

営業活動による
キャッシュ・フロー 百万円 ― 74,956 △204 △128,581 △59,296

投資活動による
キャッシュ・フロー 百万円 ― △200,281 911 △5,294 26,834

財務活動による
キャッシュ・フロー 百万円 ― 63,100 82,900 60,000 12,000

現金及び現金同等物の期
末残高 百万円 92,165 29,979 113,585 39,708 19,244

職員数 名 1,387 1,385 1,382 1,377 1,370

　（注）１．第１期は、平成11年10月１日から平成12年３月31日までの６ヶ月決算であります。第１期については、

特殊法人等会計処理基準にて作成した財務諸表に基づく金額等を掲載しております。特殊法人等会計処

理基準では、キャッシュフロー計算書を作成しておりません。

２．第２期・第３期・第４期・第５期における、現金及び現金同等物の期末残高については、貸借対照表上

の現金預け金勘定より、財務代理人への信託金を控除した数値となっています。

（財務代理人への信託金）

第２期　　　56百万円

第３期　　　44百万円

第４期　　　69百万円

第５期　　　53百万円
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　当行は、平成11年10月１日に日本開発銀行及び北海道東北開発公庫の一切の権利・義務を承継して

設立されております。なお、平成11年９月以前の主要な経営指標の推移は以下の通りです。

日本開発銀行（参考） 北海道東北開発公庫（参考）

期 別 第48期 第49期 第43期 第44期

決 算 年 月

単 位

平成11年３月 平成11年９月 平成11年３月 平成11年９月

経常収益 百万円 727,984 385,880 75,701 28,867

経常損益 百万円 40,652 24,634 1 △74,944

当期純損益 百万円 40,652 24,634 0 △74,974

資本金 百万円 689,625 699,125 134,061 166,261

純資産額 百万円 1,668,899 1,703,033 134,061 91,287

総資産額 百万円 17,951,298 17,786,417 1,705,767 1,624,256

預金残高 百万円 ― ― ― ―

貸付金残高 百万円 17,425,150 17,267,773 1,647,615 1,540,716

有価証券残高 百万円 252,459 113,177 22,776 0

国際統一基準による自己資
本比率 ％ ― ― ― ―

自己資本利益率 ％ 2.91 2.88 0 △51.7

現金及び現金同等物の期末
残高 百万円 3,191 4,472 147 16,683

職員数 名 1,100 1,100 287 287

　（注）　上記の表においては、特殊法人等会計処理基準にて作成した財務諸表に基づく金額等を掲載しております。

特殊法人等会計処理基準では、キャッシュフロー計算書を作成しておりません。
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２． 沿　　革

年　　　月 事　　　　　項

昭和26年 ４月 日本開発銀行設立

昭和27年 日本開発銀行、大阪（現関西）、札幌、名古屋（現東海）、福岡（現九州）の各支店を開設

昭和31年 ６月 北海道開発公庫設立

昭和32年 ４月 北海道開発公庫、北海道東北開発公庫に改組、札幌、仙台（現東北）の各支店を開設

昭和33年 ４月 日本開発銀行、ワシントン駐在員事務所を開設

昭和35年 日本開発銀行、高松支店（現四国支店）を開設

昭和36年 日本開発銀行、広島（現中国）、金沢（現北陸）の各支店を開設

昭和36年 10月 日本開発銀行、外貨債券発行開始

昭和37年 ４月 日本開発銀行、ニューヨーク駐在員事務所を開設

昭和38年 日本開発銀行、鹿児島（現南九州支店）、松江の各事務所を開設

昭和39年 ３月 北海道東北開発公庫法の一部を改正（資本金規定の整備等）

昭和39年 ７月 日本開発銀行、ロンドン駐在員事務所を開設

昭和47年 １月 北海道東北開発公庫、新潟事務所を開設（平成元年７月に支店に昇格）

昭和47年 ６月 日本開発銀行法を改正

１）目的を「産業の開発及び経済社会の発展」に改正

２）大規模工業基地建設事業への出資及び分譲施設融資機能を追加

昭和50年 10月 日本開発銀行、フランクフルト駐在員事務所を開設

昭和60年 ６月 日本開発銀行法を改正

１）研究開発、都市開発またはエネルギー利用等に係る事業で政令で定めるもの

     に対する出資機能を追加

２）研究開発資金融資機能を追加

昭和62年 ９月 日本開発銀行、ＮＴＴ株売払収入を財源とする無利子貸付制度創設

昭和62年 ９月 北海道東北開発公庫法の一部を改正（無利子貸付規定の整備等）

平成元年 日本開発銀行、大分、松山、岡山、富山の各事務所を開設

平成元年 10月 北海道東北開発公庫、函館、青森の各事務所を開設

平成３年 ４月 日本開発銀行法を改正

１）譲渡方式事業の対象拡大

２）ユーロ円債の発行

３）ＮＴＴ株売払収入を財源の一部とする低利貸付制度創設

平成３年 ４月 北海道東北開発公庫法の一部を改正（社会資本整備促進低利融資規定の整備等）

平成３年 10月 日本開発銀行、ロスアンジェルス駐在員事務所を開設

平成４年 12月 日本開発銀行法を改正（政府の追加出資についての規定の整備）

平成７年 ２月 日本開発銀行、震災復旧融資開始

平成８年 ８月 北海道東北開発公庫、代理貸付制度導入

平成９年 ９月 「特殊法人等の整理合理化について」閣議決定

（日本開発銀行及び北海道東北開発公庫を廃止し、新銀行に統合することが決定される）

平成９年 12月 日本開発銀行・北海道東北開発公庫、金融環境対応融資開始（平成12年度末までの時限的措置）

平成10年 12月 日本開発銀行法を改正（金融環境対応融資関連、平成12年度末までの時限的措置）

１）設備の取得と関連のない長期運転資金を対象資金に追加

２）社債償還資金を対象に追加

３）公募債取得機能の追加等

平成10年 12月 北海道東北開発公庫法の一部を改正（金融環境対応融資関連、平成12年度末までの時限的措置）

１）事業の実施に伴い必要な長期運転資金を対象資金に追加

２）社債償還資金を対象に追加等

平成11年 ６月 日本政策投資銀行法成立

平成11年 10月 日本開発銀行と北海道東北開発公庫の一切の権利・義務を承継し、日本政策投資銀行設立

地域振興整備公団及び環境事業団の融資業務を引き継ぐ

旧日本開発銀行札幌支店と旧北海道東北開発公庫北海道支店の統合により北海道支店開設

旧日本開発銀行鹿児島事務所が南九州支店に昇格

釧路事務所を開設

シンガポール駐在員事務所を開設

平成13年 ９月 財投機関債発行開始

平成14年 ５月 日本政策投資銀行法を一部改正（金融庁による立入検査の導入を追加）
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３．事業の内容

○設　　　立　 平成 11 年 10 月１日　　日本政策投資銀行法に基づき設立

○目 的     経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済の自立

的発展に資するため、一般の金融機関が行う金融等を補完し、又は奨励することを旨

とし、長期資金の供給等を行い、もって我が国の経済社会政策に金融上の寄与をする

こと

○主 務 大 臣     財務大臣及び国土交通大臣

○法　人　格 日本政策投資銀行法に基づく法人

○資　本　金 1 兆 1,942 億円　（第 5 期末現在・全額政府出資、第 4 期末比 120 億円増）

○業務の範囲 経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済の自立

的発展に資する下記事業に必要な、長期資金の供給等

１．下記事業資金の貸付け

２．下記事業資金に係る債務の保証

３．下記事業資金の調達のために発行される社債の応募その他の方法による取得

４．下記事業資金に係る貸付債権の全部若しくは一部の譲受け

５．経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済

の自立的発展に資する事業に必要な資金の出資

６．上記業務を円滑かつ効果的に行うために必要な業務（上記業務と密接な関連を

有する業務として政令で定めるものに限る）

７．これらに附帯する業務

＜対象事業及び資金＞

・ 設備の取得、改良若しくは補修

・ 当該設備の取得等に関連する資金

・ 土地の造成

・ 既成市街地の整備改善に著しく寄与する事業に係る施設若しくは地域の経済社

会の基盤の充実に著しく寄与する施設の建設若しくは整備

・ 事業の円滑な遂行に必要な無体財産権その他これに類する権利の取得、人員の確

保、役務の受入れ若しくは物品の購入等（財務大臣が定めるものに限る）

・ 高度で新しい技術の研究開発

・ 上記に掲げる資金の返済

○資　金　源　　１．資本金

　　　　　　　　２．政府からの借入

　　　　　　　　３．債券の発行

　　　　　　　　４．回収金等の自己資金　他

① 当行の資本金は第 5 期計 120 億円の増資を受け、１兆 1,942 億円となりました。

これらは、全額産業投資特別会計からの出資であります。

② 政府借入金の額は毎期財政投融資計画の一環として総額が決められ、実際の借入

は、当行の資金繰りに応じて期中数回に亘って行われています。

③ 当行は、第 5 期に海外市場において政府保証グローバル円債 750 億円（1 回）を

発行するとともに、国内市場においては政府保証債 300 億円（１回）、財投機関

債 2,400 億円（600 億円×1 回、500 億円×3 回、200 億円×1 回、100 億円×1 回）

を発行しました。
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○組　織　図 （平成 16 年６月 30 日現在）

＊ １　支店：北海道、東北、新潟、北陸、東海、関西、中国、四国、九州、南九州

＊ ２　事務所：函館、釧路、青森、富山、松江、岡山、松山、大分

＊ ３　海外駐在員事務所：　ワシントン、ニューヨーク、ロサンゼルス、ロンドン、フランクフルト、シンガポール

【地域再生支援部門】

【技術・新産業創造支援部門】

情 報 通 信 部

支 店 （ 10 拠 点 ） ＊ １ 事 務 所 （ 8 拠 点 ） ＊ ２

海外駐在員事務所（6拠点）＊３

地 域 政 策 研 究 セ ン タ ー

調 査 部

設 備 投 資 研 究 所

国 際 ・ 協 力 部

金 融 企 画 担 当 審 議 役 室

企 業 戦 略 部

プ ロ ジ ェ ク ト フ ァ イ ナ ン ス 部

事 業 再 生 部

産 業 ・ 技 術 部

交 通 ・ 生 活 部

新 産 業 創 造 部

流 通 部

環 境 ・ エ ネ ル ギ ー 部

地 方 開 発 部

【環境･生活基盤支援部門】

政 策 企 画 部

首 都 圏 企 画 室

都 市 開 発 部

管 理 部

地 域 企 画 部

財 務 部

政 策 金 融 評 価 室

総 合 企 画 部 企 画 室

総 務 部

本店 上 席 審 議 役 ／ 監 査 チ ー ム

人 事 部

審 査 部

情 報 企 画 部

信 用 リ ス ク 管 理 部

検 査 部

秘 書 室

理　事総　裁

副総裁

監　事
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○業務の内容

（１） 政策金融の役割

我が国経済は、民間を中心とする競争的な市場メカニズムを基本に、今日の発展を築き上げて
きました。

しかしながら、国民経済的に必要な政策性の高いプロジェクトであっても、事業リスクが高い
こと、投資回収に長期を要すること等の理由から、市場メカニズムのみに委ねていては、事業等
に必要とされる良質な資金が円滑に供給されない分野が少なくありません。

このような分野に対して、政策的な観点から長期・固定の資金を安定的に供給することによっ
て、民間部門の経済活動を国民経済的に見て望ましい方向に誘導し、経済・社会課題の解決を目
指すことが政策金融の果たす役割です。

政策金融は、補助金や税制優遇等と共に、政府にとっての重要な政策遂行手段としての役割を
担っております。また、有償資金を用いた支援であるため、プロジェクトの事業主体において資
金を効率的に活用しようというインセンティブが働き、創意工夫が尊重されるという特徴を併せ
持っております。

（２） 総合政策金融機関としての当行の役割

① 長期資金の供給等
当行は、平成11年10月、日本開発銀行及び北海道東北開発公庫の業務を承継して発足しまし

た。
これまで両機関は、その時々の社会的・政策的要請に機動的に対応しつつ、産業の開発及び

経済社会の発展に寄与する数多くのプロジェクトに対して投融資を行ってきました。
当行設立後においても、両機関がそれぞれ蓄積してきた全国的視野での幅広い政策金融ノウ

ハウと、地域開発に係るきめ細やかなノウハウとの融合を図りながら、中期政策方針における
重点３分野である①経済活力創造（事業再構築・再生支援等の円滑な促進、新技術開発、新規
事業の育成等我が国経済活力を維持するために重要な分野）、②豊かな生活創造（環境対策・
防災対策等の社会的要請に応える生活基盤関連分野）、③自立型地域創造（社会資本の整備等
地域関連分野）の支援に注力するとともに、政府の経済対策に沿って信用収縮対策や資金繰り
対策等の緊急に対応すべき政策要請にも応えてきています。

② プロジェクト支援・情報発信
当行は、政策的意義の大きい重要なプロジェクトに対して、政策金融機関としての公平・中

立的な立場から、構想・企画段階よりノウハウの提供や参加者間の調整等を行い、長期に亘っ
て政策意図が十分に反映されるように、プロジェクトの組み立てや事業化を支援しています。
また、従来の金融・事業手法に加えて、プロジェクトファイナンスやＰＦＩといった新しい手
法にも積極的に取り組み、新たなリスク分担、新たな官民パートナーシップへの対応に努めて
いるところです。
また、当行では、我が国経済を中長期的な視野から展望し、政策課題を的確に把握するため、

内外の重要な経済、社会、金融及び地域動向等に関し、幅広く調査・研究活動を行っており、
その成果については、各種レポート、設備投資アンケート調査及び講演会・フォーラム等を通
じて、広く社会に還元しています。
これに加えて、当行に蓄積された政策金融や審査手法等に関するノウハウをもとに、世界銀

行や米州開発銀行等の国際機関及び国際協力事業団や国際協力銀行等の国内開発援助機関と連
携・協力しながら、アジアを中心とする発展途上国・市場体制移行国の政府・開発金融機関の
幹部職員・実務者を対象に、研修・調査・セミナー等の国際協力活動を積極的に展開していま
す。
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○ 政府との関係

（１） 投融資制度所管省庁との関係

当行の毎事業年度の投融資計画は、投融資制度を所管する各省庁との協議を経て策定されます
が、当行が特定の分野に限定されない総合政策金融機関であることから、関係省庁は多岐に亘っ
ております（下図はその主なものの例示）。当行は、政府と民間との双方と接点を有する機関と
して、その時々の社会的・政策的要請を先見性をもって的確に把握し、政府の政策に機動的に反
映させるべく努めております。

（２）主務大臣による監督

当行の主務大臣は、財務大臣及び国土交通大臣です（日本政策投資銀行法第52条）。主務大臣
は、同法の定めるところに従い当行を監督し、必要があると認めるときは、当行に報告を求め、
または当行の立入検査（注）を行うことができます。また、当行に対して業務に関し監督上必要
な命令をすることができます（同法第49条、第50条）。

（３）役員の任命・解任

当行の総裁及び監事は財務大臣が任命し、副総裁は財務大臣の認可を受けて総裁が任命します
（日本政策投資銀行法第10条第１項、第２項）。また、財務大臣は総裁及び監事を解任すること
ができ、総裁に対して副総裁又は理事の解任を命ずることができます（同法第13条）。

（４）財務面での関与

① 予算
当行の収入支出予算は、毎事業年度、政府関係機関予算として財務大臣に提出され、閣議決定

を経て、国会の議決により承認されます（日本政策投資銀行法第31条他）。収入支出予算には、
事業計画、資金計画等が添付されます（同法第29条）。また、資金計画のうち財政融資資金借入
金、政府保証債等については、国の特別会計予算等の一部として国会の議決により承認されます。

② 決算
当行は、財務諸表を半期及び事業年度毎に作成し、監事の意見を付して財務大臣に届け出ます

（日本政策投資銀行法第38条）。また、事業年度毎に決算報告書を作成し、監事の意見及び財務
諸表を付して財務大臣に提出します（同法第40条）。財務大臣に提出された決算報告書及び財務
諸表は、内閣に送付され、会計検査院の検査を経て、国の歳入歳出決算とともに国会に提出され
ます。

国土交通省

・市街地再開発

・都市防災対策

・大都市圏・基幹交通整備

・航空輸送体制整備　等

財務省

・財政投融資総括

経済産業省

・産業活力再生支援

・新技術開発

・新産業創出・活性化

・新エネルギー・自然エネルギー開発　等

厚生労働省

・福祉・高齢化対策　等

農林水産省

・生活関連物資安定供給対策等        

文部科学省

・新技術開発

環境省

・ 循環型社会形成推進

・ 地球環境対策・公害防止

・環境配慮型企業活動支援　等

総務省

・地域情報化

・情報通信網整備・利用高度化促進           等

日本政策投資銀行

金融庁

・事業再生支援
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なお、監事は当行の業務を監査し、監査結果に基づき必要と認めるときは、総裁又は主務大臣
に意見を提出することができます（同法第９条第４項、第５項）。

③ 資金調達
政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、当行に追加して出

資することができます（日本政策投資銀行法第４条第２項）。
当行は、投融資業務を行うために必要な資金の財源に充てるため、政府から借入をすることが

できます（同法第42条第１項）。
当行は、投融資業務を行うために必要な資金の財源に充てるため、債券を発行することができ

ますが（同法第43条第１項）、毎事業年度、債券発行基本方針を作成し、財務大臣の認可を受け
なければなりません（同法同条第２項）。また、債券を発行したときには遅滞なく財務大臣に届
け出を行う必要があります（同法同条第３項）。なお、政府は、予算をもって定める金額の範囲
内において、当行が発行する債券の債務保証を行うことができます（同法第45条）。

（注）「政策金融機関に対する検査の権限の委任のための関係法律の整備に関する法律」は、政策金

融機関の財務の健全性及び透明性を確保する観点から、政策金融機関に対する金融庁の検査を導

入できることとするため、各政策金融機関の設置法において所要の措置を講じております。当行

に関して言えば、同法に基づく日本政策投資銀行法の一部改正により、主務大臣は、同法第50条

第１項に規定する立入検査権限の一部を、内閣総理大臣への委任を経て、金融庁長官に委任する

ことができることとなります。同法は、平成15年４月１日から施行されています。

　　　同法のうち、当行に関する条文は以下の通りです。

政策金融機関に対する検査の権限の委任のための関係法律の整備に関する法律（抄）

（日本政策投資銀行法の一部改正）

第９条　日本政策投資銀行法（平成11年法律第73号）の一部を次のように改正する。

目次中「・第50条」を「－第50条の２」に改める。

第５章中第50条の次に次の一条を加える。

（権限の委任）

第50条の２　主務大臣は、政令で定めるところにより、前条第1項の規定による立入検査

の権限の一部を内閣総理大臣に委任することができる。

２　内閣総理大臣は、前項の委任に基づき、前条第１項の規定により立入検査をしたと

きは、速やかに、その結果について主務大臣に報告するものとする。

３　内閣総理大臣は、第１項の規定により委任された権限及び前項の規定による権限を

金融庁長官に委任する。

４　金融庁長官は、政令で定めるところにより、前項の規定により委任された権限の全

部又は一部を財務局長又は財務支局長に委任することができる。

　また、同法施行を受けて、当行においては、平成15年度（第５期）に金融庁による立入検査が
実施されました。
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○業務運営上の特色

（１） 中期政策方針に基づく投融資指針の作成・公表

当行は、日本政策投資銀行法第22条の定めに従い、当行が寄与すべき我が国の経済社会政策に
関する事項その他の業務に関する重要事項について、主務大臣が作成した３年間の中期の政策に
関する方針（「中期政策方針」）に従って業務を行うこととされており、同法第23条の定めに従
い、「中期政策方針」に記載された事項を実施するために各事業年度毎に「投融資指針」（当行
の貸付け等の前提となる政策目的、対象事業その他貸付け等に係る指針）を作成、公表していま
す。

さらに、同法第24条の定めに従い、外部有識者（財務大臣の認可を受けて総裁が任命）による

「運営評議員会」を設置し、中期政策方針に記載された事項に係る業務の実施状況を検討・公表

することとされています（注）。

当行は、以上の仕組みのもとで、その時々の社会的・政策的要請に機動的に対応すべく、投融
資分野の不断の見直しを行っております。

（注）

運営評議員会における検討状況については、これまで開催毎にその議題と説明資料を当行ホームページに

て公開しており、その検討結果について平成13年12月にとりまとめた「日本政策投資銀行運営評議員会報告

書」や、平成14年度以降の検討状況に関する年度毎の「経過報告」は、当行ホームページ等にて公表してお

ります。

なお、平成13年12月の報告書において、業務の実施状況についての検討結果として、下記の点が総括され

ております。

① 平成11～13年度の同行の業務については、中期政策方針に則り実施され、特に、現下の厳しい経済環境

下において、日本経済の活性化に向けた重要かつ意欲的な取り組みが行われているものと認められる。

② ディスクロージャーへの取り組み、政策金融評価の実施などアカウンタビリティ確保のための努力は高

く評価できる。

③ 引き続き、財務の健全性保持等業務運営上の規律を遵守しつつ、対象分野の不断の見直しと政策効果の

的確な把握に努めることによって業務の重点化・効率化を図り、同行の本旨である我が国経済社会政策

への金融上の寄与を果たしていくことが肝要である。

また、「日本政策投資銀行が寄与すべき我が国の経済社会政策に関する事項」及び「業務に関する重要事

項」に関して、下記の点が指摘されています（以下、報告書の要約）。

日本政策投資銀行が寄与すべき我が国の経済社会政策に関する事項

自 立 型 地 域 創 造 分 野
都市再生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの対応、地域の特色を踏まえた対応の重点化、

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ・ＰＦＩの一層の推進を期待

豊 か な 生 活 創 造 分 野
地球環境問題での先導的な取り組み、少子・高齢化やバリアフリ

ー化への対応等を期待

経 済 活 力 創 造 分 野
ＤＩＰファイナンス及び企業再建ファンド等事業再生分野で民間

金融機関の取り組みを誘導する役割を期待

貸 し 渋 り 対 策 等
貸し渋り対策、阪神・淡路大震災対策については、機動的対応に

より所期の目的を達成したものと認められる

その他日本政策投資銀行に

期 待 さ れ る 取 り 組 み

投融資機能に付随するナレッジ機能の発揮、環境対策での先導的

役割の発揮を期待

業務に関する重要事項

民 間 金 融 の 補 完 ・ 奨 励
政策金融評価システムの導入による個別案件のチェック、市場金

利との調和に向けた取り組みを実施

業 務 の 重 点 化 ・ 合 理 化 等 政策緊要度に応じた対応

財 務 の 健 全 性 の 維 持
金融庁「金融検査マニュアル」等に準拠した資産自己査定を実施、

財務内容は概ね健全な水準を確保

ディスクロージャーの充実
外部監査法人の監査を受けて他の政府系金融機関に先駆けて民間

基準での財務諸表を作成、公表

業 務 の 円 滑 な 引 継 ぎ 等
地域プロジェクトの支援、環境事業団等融資業務の継承等、円滑

な引継ぎが行われたものと認められる
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（２） 民間金融機関の補完・奨励

当行は、日本政策投資銀行法第21条で、民間金融機関との競争が禁止されており、民間金融機
関の行う金融等を補完・奨励することとされています。即ち、民間金融機関との協調融資を原則
とし、これと一体になって金融的手段により政策目的を達成することが業務運営の原則となって
います。

また、現中期政策方針（第４期～第６期）においては、「不断の事業見直しを行い、金融経済
情勢を踏まえつつ、融資規模及び貸付債権残高の圧縮を図る。また、保証機能を積極的に活用す
る。金利体系については、市場金利との調和に一層配慮したものに見直すこととする。なお、民
間金融の補完・奨励という位置づけを徹底する観点から、融資比率の引下げに努めることとする。」
とされています。

当行は、毎事業年度作成する投融資指針において投融資制度毎に融資比率（対象プロジェクト
の事業費に対する当行融資額の割合の上限）を定めており、かつ毎年の予算編成の過程において
融資対象事業等の縮減や融資比率の適切な見直しを行っております。また、実際に融資を行うに
際しては、民間金融機関からの資金調達状況等を勘案したうえで融資額を決定しており、民業の
補完には十分配意しております。

さらに、民間金融機関では、企業の資金繰り等を対象とした短期融資の業務に占める割合が非
常に高くなっていますが、当行は民間金融のみでは対応困難な長期の設備資金の供給を行ってお
り、これも民間金融を補完・奨励するという当行の立場を明確なものとしています。

（３） 財務の健全性の確保

① 当行は、日本政策投資銀行法第20条における償還確実性及び収支相償の原則を踏まえ、政策金
融機関として健全かつ効率的な業務運営に努めています。

② 当行は、日本政策投資銀行法第41条を始めとする諸法令の定めに従い、貸付金利息収入を主体
とする事業益金から借入金利息を中心とする事業損失を差し引いたものを利益金とし、このう
ち当該利益金の100分の20もしくは貸付金残高の1,000分の３に相当する金額のいずれか多い額
を法定準備金として積み立て、残金を国庫納付することになっています。

③ 当行は、赤字補給金を受けていません。
④ 当行は、日本政策投資銀行法第44条（受信限度額、与信限度額）、同法第46条（余裕金運用規

制）等の規定により、財務規律の維持を求められております。

（４） 政策効果等の評価

当行は、政府機関として説明責任（アカウンタビリティ）の確保と内部学習に努めるべく、政
策金融の政策効果や役割等を客観的に評価するための体制整備等を行い、平成12年度に政策金融
評価制度を導入し、その成果を踏まえて13年度から政策金融評価報告書の公表を始めました。15
年度につきましても同報告書をとりまとめ、当行ホームページ等にて公表しております。
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○平成16年度投融資計画

　当行は、平成16年度予算案（平成15年12月24日閣議決定・平成16年3月26日国会議決）を踏まえ、以下の通り、平

成16年度投融資計画を策定し、平成15年12月24日に公表を行いました。

（１）平成 16年度投融資計画の特徴

　平成16年度投融資計画は、国の経済財政政策の方針及び特殊法人改革の趣旨を踏まえ、民間金融機関と協調しつつ、

地域、環境、技術等、真に政策的に必要な分野への資金供給を重点的に確保することを基本スタンスといたしました。

　主な特徴は以下の通りです。

(1)地域・環境・技術に軸足をおいたメリハリのある投融資計画

　　 （大項目）「自立型地域創造」を（大項目）「地域再生支援」に、

（大項目）「豊かな生活創造」を（大項目）「環境対策・生活基盤」に改称し、

（大項目）「構造改革・経済活力創造」と並んで、本行が取り組むべき現下の喫緊の政策課題（地域、環境、

技術）を明確化（詳細後述）

(2)適正な投融資規模の確保等

　ａ）適正な投融資規模の確保

　①　特殊法人改革の趣旨を踏まえ、民間金融機関と協調しつつ、真に政策的に必要な分野に資金供給を図るとの観

点から、投融資規模は平成１５年度当初計画同額の１１，７８０億円を確保（平成１６年度要求額同額）。

　②　これに伴い、貸付金残高は新銀行設立時より約４．３兆円削減される見込み

　　　（平成１２／３末１８．８兆円→平成１７／３末見込み１４．５兆円）。

  ｂ）財政融資資金からの借入の縮減・財投機関債による自主調達の継続

　①　財政融資資金からの借入金は、１５年度当初計画比▲２６０億円削減の５，７７０億円（１２年度当初計画比

▲約１兆円）とし、依存度を一層引き下げ。

　②　一方、財投機関債については、１５年度に引き続き２，４００億円の発行を計画し、自主的な資金調達手段を

確保（投融資計画に占める財源比率は２０．４％）。

（参考）１６年度投融資計画額と近年の当初計画額との比較 （単位：億円）

年度 当初計画額 １２年度計画額との比較

 平成１２

　 　１３

　　 １４

　　 １５

 　　１６

２２，３００

１６，０００

１２，０００

１１，７８０

１１，７８０

－

  ▲  ６，３００

▲　１０，３００

▲　１０，５２０

▲　１０，５２０

(3)リスクの高い分野への取組の強化　－ファンド機能の強化－

平成１５年１２月１９日付で地域再生本部決定がなされた、地域経済の活性化や地域の雇用の創造を主要課

題とする「地域再生」への取り組みを一層強化することも踏まえ、地域の再生にも資する都市再生ファンド、

事業再生・産業再生ファンド、ベンチャーファンド等の各種ファンドを通じたリスクテイク、金融ノウハウ

の提供機能を強化します。

(4)民間金融機関との協働および政策金融の利便性の向上に向けた取組の強化

① 制度体系の大幅な整理や民間金融機関との金利の整合性の確保

１００項目以上に及ぶ制度のスクラップや金利の引き上げを行い、民業補完の趣旨の徹底に一層配慮すると

ともに、制度体系の簡素合理化を実施します。

② 地域関連制度の見直し

平成１５年１２月１９日付地域再生本部決定「地域再生推進のための基本指針」において、「政策金融にお
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いても、本基本指針を踏まえ、地域再生に資するよう現行の地域関連融資制度のあり方の見直しを検討す

る」との方針が示されたことを踏まえ、地域関連の制度について、１７年度要求時に向けて「地域再生支

援」（新設）を軸に大幅な制度の整理・統合を検討し、制度体系の簡素・合理化を図ります。

③ 環境関連制度の見直し

環境関連の制度についても、１７年度要求時に向けて「環境配慮型経営促進」（新設）を軸に大幅な制度の

整理・統合を検討し、制度体系の簡素・合理化を図ります。

（２）三大重点分野への取組の強化

　経済財政諮問会議等、政府における重要会議の方針等を踏まえ、地域・環境・技術等、現下の喫緊の政策課題に機

敏に対応するため、関連する投融資制度の重点化を図るべく、以下の項目を中心に拡充等を措置いたしました。

(1) 地域再生への貢献

① ファンド機能の充実によるリスクの高い分野への取組の強化（再掲）

都市再生、事業再生・産業再生、ベンチャー等、地域の再生にも資するファンドへの出資によるリスクテイ

ク、収益補完、金融ノウハウの提供を一層促進します。

② リレーションシップバンキングを通じた地域中堅企業への支援の強化

地域の産業集積や雇用の面で地域の中心的な役割を果たす中堅企業が、経営の合理化・効率化によって事業

の維持・継続を図るために必要な資金（非設備資金を含む）について、地域の金融機関との連携の下、リ

レーションシップバンキング機能の活用により、協調して支援します。

③ 構造改革特区内における事業への支援

各地域の特性を踏まえて計画され認定を受けた、構造改革特区地域における事業に対し、地域再生という観

点から支援をします。

④ ＰＦＩへの積極的な取り組みの継続

融資比率の弾力的対応を延長します。

⑤ 防災の観点を踏まえたセキュリティ対応資金等への支援の強化

多数の人々の利用する駅・空港などの公共施設等における災害の発生を未然に防止するための必要な資金

（非設備資金を含む）への支援を強化します。

⑥ 密集市街地防災街区整備事業への支援による都市防災性能の向上

(2) 環境問題への積極的な取り組み

① 環境スコアリングシステムによる環境配慮型企業への支援の強化

環境スコアリングシステムにより環境への先進的な取り組みを行う企業を選定し、その企業の環境対策費用

（非設備資金を含む）等の調達を支援することで、企業の環境面の取組を促進する我が国初の制度を創設し

ます。

② 京都メカニズムに対する支援

京都議定書の発効を見据え、京都メカニズムを活用した温室効果ガス削減のためのファンドによる支援を早

期に実施する体制を整備します。

③ 省エネルギーの一層の推進

オフィス、デパート、ホテル等の建築物の設置者が作成する省エネルギー目標を達成するための中期計画の

実施に必要な建築物の省エネ事業を対象に追加し、省エネの一層の推進を支援します。

④ 防災に配慮した生活環境の創造

都市治水事業の対象に雨水貯留浸透施設の整備事業を追加し、都市防災性能の向上を支援します。

(3) 技術振興等を通した経済活性化の促進　－産業金融機能の強化－

① ベンチャー・中堅企業等の事業展開資金の円滑な供給による新産業の創出・活性化

新たな産業分野の開拓に資する高度な技術力や独自のノウハウを有するものの、近時の金融環境や信用力不

足からその事業資金の調達が困難となっているベンチャー企業や中堅企業等に対する資金供給を円滑化する

ことで、次世代を担う新産業を創出し、我が国の経済の活性化を図ります。
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② 知的財産有効活用支援事業

特許権、著作権、コンテンツ等の知的財産の市場化が未発達な我が国において、これらの知的財産を流動化

する手法を活用して知的財産の有効活用の促進を図ります。

③ 企業の生むキャッシュフロー等に着目した資金調達の円滑化支援

土地等の不動産担保を中心とした従来の資金供給手法に偏ることなく、売掛金・在庫等不動産以外の多様な

資産を担保とする融資や、リスクをコントロールするためのコベナンツ付融資等、企業の生むキャッシュフ

ローをより重視した金融技術への多様化を図ることで、中堅企業等が実施する経済社会的に有用な事業に必

要な資金を供給し、企業の資金調達の一層の円滑化を促進します（非設備資金を含む）。

④ 産業再生の促進

産業再生事業に対するファンド出資の対象に、事業再構築計画を通じて事業者自身による早期自力再生を追

加することで、高度な技術資源の散逸の防止・有効活用等を図ります。

（３）平成 16年度投融資計画総括表

（単位：億円、％）

（伸率）

ａ 構成比 ｂ 構成比 (ｂ/ａ)-1

経 済 構 造 改 革 2,288 20.6 2,800 24.8 22.4
不動産以外の担保等を活用した企業の資金調達
円滑化支援、事業再生・産業再生、対日アクセス
促進、構造改革特区内事業支援　等

知 的 基 盤 整 備 400 3.6 380 3.4 ▲ 5.0
新技術開発、新産業創出・活性化、知的財産有
効活用支援

 構造改革 ・ 経済活力創造 2,688 24.2 3,180 28.1 18.3

地 域 社 会 基 盤 整 備 1,700 15.3 1,700 15.0 0.0
公営事業民間化等促進、都市再生、民間資金活
用型社会資本整備（ＰＦＩ）、市街地再開発、密集
市街地防災街区整備　等

地 域 経 済 振 興 1,200 10.8 1,300 11.5 8.3
リレーションシップバンキングを通じた地域中堅企
業への支援の強化、地域金融機能高度化、地域
競争力強化、寒冷地産業活動活性化　等

 地 域 再 生 支 援 2,900 26.2 3,000 26.5 3.4

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・防災・福祉対策 2,600 23.4 2,700 23.9 3.8
環境スコアリングによる環境配慮型経営促進、京
都メカニズム活用事業促進、エネルギー・セキュリ
ティ対策、新エネルギー開発、都市治水事業　等

交 通 ・ 物 流 ネ ッ ト ワ ー ク 1,850 16.7 1,650 14.6 ▲ 10.8 基幹交通整備、航空輸送体制整備　等

情 報 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク 1,050 9.5 780 6.9 ▲ 25.7
光ファイバ等通信網の整備、情報セキュリティ向
上、電子商取引　等

 環境対策・生活基盤 5,500 49.6 5,130 45.4 ▲ 6.7

　　　　　小　　　　　　　　計 11,088 100.0 11,310 100.0 2.0

 社 会 資 本 整 備 促 進 692 - 470 - ▲ 32.1 高度テレビジョン放送施設整備事業　等

11,780 - 11,780 - 0.0

財　政　投　融　資 9,050 76.8 8,750 74.3 ▲ 3.3

（うち財政融資資金借入金） ( 6,030 ) 51.2 ( 5,770 ) 49.0 ▲ 4.3

（うち政府保証債（国内債）） ( 1,000 ) 8.5 ( 600 ) 5.1 ▲ 40.0

（うち政府保証債（外債）） ( 1,900 ) 16.1 ( 1,900 ) 16.1 0.0

自　己　資　金　等 2,730 23.2 3,030 25.7 11.0

（ う ち 財 投 機 関 債 ） ( 2,400 ) 20.4 ( 2,400 ) 20.4 0.0

（注）１６年度当初計画額には、旧北東公庫の業務相当分として１，２１４億円が含まれている。

調
　
達

１５　年　度

当初計画額 １６年度投融資対象事業（例）

合　　　　　　　　計

当初計画額

１６　年　度
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（参考）　三大重点分野及び事業再生・産業再生への取り組み状況

（１）三大重点分野について

○地域：リレーションシップバンキングの機能強化に向けた連携・協調について

　当行は、平成15年3月末に「リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログ

ラム」が策定されて以降、16年3月末までに81の地域金融機関と業務協力協定等を締結し、全国にお

いてベンチャー案件、事業再生、PFI等様々な分野で連携した取り組みを進めております。15年度に

おいては、能動的な連携が図られた案件は、対応中のものを含めて約100件にのぼり、具体的な成果

が上がりつつあります。

　当行は、地域活性化という使命を同じくする地域金融機関と、互いの特色を活かして協働し、地域

再生に貢献していく所存です。

○環境：環境スコアリングシステムの構築

　当行は平成16年度より、当行が開発した環境スコアリングシステム（環境格付け）により企業の環

境経営度を評点化して優れた企業を選定し、更に得点に応じて３段階の適用金利を設定（取組みが優

れていればより有利な条件での資金調達が可能）という新しい仕組みを取り入れています。

　16年6月末現在において当行は、大手から中堅クラスに至るまで80社余りの環境評価作業に着手し

ており、今後とも中堅企業等を含む幅広い事業者を対象に本制度を運用し、これにより環境配慮型経

営の促進に努める所存です。

○技術：技術事業化支援センターと新産業創造部の設置

　当行では16年4月より新規事業部を新産業創造部に改編し、従来のベンチャー企業支援に加え、広

く成長企業を対象とし、ファンド投資や知的財産権担保融資、新株予約権付融資などを活用し、充実

した支援を行なう体制を整備致しました。また、新たに「知的財産権有効活用支援」融資制度を創設

し、知的財産権・利用権の流動化事業も支援していく所存です。

また新産業創造部では、中堅企業・大企業が行う技術開発成果の事業化に焦点を当て、ベンチャー

育成で培った当行の審査・金融ノウハウ、産学官との技術ネットワークや技術評価ノウハウ等をより

広範囲に展開・活用し、「技術」という切り口で新産業創造に貢献することにしており、具体的には

次のような業務を行います。

１．新産業創造部は「技術事業化支援センター」の本部として、各地の地域金融機関からご相談いた

だいている技術力のあるモノづくり企業が行う事業化計画への相談機能をより強化し、中堅企業等

が有する技術の事業化の支援に集中的に取り組みます。技術事業化支援センターでは、すでに地域

金融機関等から相談をいただいており、当行のネットワークを通じた技術専門家への相談や市場調

査などを実施しております。

２．「技術」に関する人的、組織的ネットワークを充実させるとともに、海外を含む様々な技術に関

する取り組みや産業動向の調査を行い、大学等と企業の産学連携や技術・新産業に関する新たな支

援スキームを企画してまいります。

（２）事業再生・産業再生について

金融（金融機関の不良債権問題）と産業（企業の過剰債務問題）の一体的な再生が重要な政策課題と
なっております。この課題を解決していくためには、司法プロセス等を通じて過剰債務を抱えた企業の
再建を行うことにより、経済社会的に有用な事業を適切に維持・継続させ、雇用の維持を図ることが必
要不可欠であります。
当行では、かかる認識のもと、平成13年度より司法プロセスを通じた事業再生への取り組みを支援す

る融資制度（所謂「ＤＩＰファイナンス」等）を創設、またその後の政策の要請を受けて、既存債務の
株式化などによるバランスシート調整と一体的に、経済合理性が高い再建計画に従って投資をする企業
再建ファンドへの出資を開始し、「金融機関の不良債権問題と企業の過剰債務問題の一体的解決」に向
けた取り組みについて、積極的に支援して参りました。
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その後、現下の金融・経済情勢に応じ構造改革の取組への更なる政策強化を行うことが必要であると
の認識の下、平成14年10月30日の経済財政諮問会議において金融･産業の早期再生を図る「改革加速のた
めの総合対応策」（所謂「総合デフレ対策」）が取り纏められ、続いて平成14年12月12日の経済対策閣
僚会議において、「総合デフレ対策」を補完･強化するため策定された「改革加速プログラム」の中では
当行に関連する施策として以下の内容が示されました。

○「改革加速プログラム」より抜粋

Ⅱ．施策の概要

１．経済・社会構造の変革に備えたセーフティ・ネットの構築

(３)創業・新規開業の支援等（新産業育成）

②創業・新規開業に資する人材の育成、ＩＴを活用した起業の促進等

・ 日本政策投資銀行の企業再生のための投資ファンドに対する出資制度の拡充・出資枠

の拡大により、事業再生・産業再編に対する支援を充実する。

・ 日本政策投資銀行による事業再構築支援のための超低利融資枠を拡大する。

Ⅲ．改革加速プログラムの規模及び効果

１．事業規模等

（備考）日本政策投資銀行の出資枠拡大等による以下のような施策を実施。

①日本政策投資銀行の企業再生ファンドへの出資枠拡大等により、事業再生・産業再編

への支援を充実（今後、ファンドの規模として 2.0 兆円程度）。

以上の経緯を踏まえ、平成15年1月30日に成立した平成14年度補正予算において、当行の事業再生支援
について以下の措置が手当されました。

① 事業再生・産業再編のためのファンドに対する出資の拡充

・ 事業再生・産業再編のためのファンドへの出資枠として、出資規模 1,000 億円を追加

・ 出資財源の一部に充てるため、産業投資特別会計からの出資金 500 億円を確保

② 事業再構築支援融資における産業再生法認定事業にかかる増資超低利枠増額（600 億円）

当行としては、以上のような政府による措置を受け、「金融機関の不良債権問題と企業の過剰債務問
題の一体的解決」に向けた取り組みについて、引き続き積極的に支援して参ります。
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○特殊法人等改革に関する経緯の詳細

特殊法人等改革については、平成 12 年 12 月１日に閣議決定された「行政改革大綱」、平成 13 年６

月 20 日に成立した「特殊法人等改革基本法」（注）等に基づき、新たな時代にふさわしい行政組織・

制度への転換を目指して、「民間に委ねられるものは民間に委ね、地方に委ねられるものは地方に委ね

る」ことを基本原則に、全ての特殊法人等の事業・組織全般についての抜本的な改革に取り組むことと

されました。

　これを受けて、政府は平成13年12月18日に行政改革推進本部と特殊法人等改革推進本部の合同会議
を開き、「特殊法人等整理合理化計画」を決定し、同計画は翌19日の臨時閣議で閣議決定されました。
　同計画の中で当行に関する「事業について講ずべき措置」及び「組織形態について講ずべき措置」
としては、以下の通りとされました。

法 人 名 事業について講ずべき措置

日本政策投資銀行
【融資・債務保証・出資】
○ 「民間でできることは、できるだけ民間に委ねる」という原則の下に、

融資対象事業を縮減した上で、融資条件（金利・期間・融資比率等）
を適切に見直し、プロジェクト・ファイナンス、地域プロジェクト等
リスクの高い業務に特化する。

○ 貸付債権の流動化（証券化を含む）等を図り、残高を圧縮するととも
に、保証機能を積極的に活用する。

○ 貸付資産等のリスク管理及び引当金の開示については、適切に実施す
る。

○ 金利の決定については、政策的必要性等を踏まえ、決定責任主体を明
確にする。

○ 政策金融について評価手法を検討し、その結果を事業に反映させる仕
組みを検討する。特に、政策コストを明示する。

法 人 名 組織形態について講ずべき措置

国民生活金融公庫、
農林漁業金融公庫、
中小企業金融公庫、
公営企業金融公庫、
沖縄振興開発金融公庫、
国際協力銀行、
日本政策投資銀行、
商工組合中央金庫

●国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、公営企業金
融公庫、沖縄振興開発金融公庫、国際協力銀行、日本政策投資銀行、商
工組合中央金庫の８機関については、上記の事業見直しを実施に移す。
さらに、①民業補完、②政策コスト最小化、③機関・業務の統合合理化
の原則の下、抜本的な検討を行った上で、公的金融の対象分野、規模、
組織の見直しを行うこととする。このため、経済財政諮問会議において、
平成14年初に検討を開始し、その検討結果を踏まえ、内閣として、経済
情勢を見極めつつ、できるだけ早い時期に結論を得ることとする。

　

　以上を受けて、平成14年に入り、経済財政諮問会議において、政策金融機関のあり方について検討

が行われました。平成14年10月７日に、いわゆる政策金融改革の総論として「政策金融の抜本的改革

に関する基本方針」が決定され、その内容を踏まえて平成14年12月13日に「政策金融改革について」

が取りまとめられました。その内容は以下の通りです。
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政策金融改革について

わが国の政策金融は諸外国に比べ規模が大きく、かつ時系列的に増大傾向にあり、このことが、

金融資本市場の資源配分機能を歪めてきた。わが国にとって、金融資本市場の効率化は最重要課題

であり、民間部門の自由かつ自発的な活動を最大限引き出す方向での政策金融の抜本的改革が必要

である。

１　改革達成に向けての道筋

現下の厳しい経済金融情勢に鑑み、民間金融機能の正常化への道筋を踏まえて、以下のとおり３

段階で、政策金融改革を進める必要がある。

(1)不良債権集中処理期間（平成 16 年度末まで）

金融円滑化のため、政策金融を活用する。特に、金融環境の激変、連鎖倒産のおそれ等に際し

ては、円滑な資金供給を確保する等、セーフティネット面での対応について、万全を期す。

民間人を含め改革に意欲のある人材の登用など適材適所の経営責任者任用、特殊法人等整理合

理化計画（平成 13 年 12 月 19 日閣議決定）の着実な実行等可能な措置を実施する。

(2)平成 17 年度から平成 19 年度まで

民間金融機関の機能回復・強化の状況を見つつ、あるべき姿に移行するための準備期間。組織

の統合集約化を目指す観点に立って対象分野の厳選を進めつつ、可能な改革措置を出来るだけ速

やかに実施する。また、あるべき姿への移行を円滑に進めるための政府及び政策金融機関の会議

を開催する。

(3)平成 20 年度以降

速やかに新体制に移行する。

２　政策金融のあるべき姿の実現

(1)対象分野の厳選

遅くとも平成 19 年度末までに、別添１の基準に則って、別添２に掲げる事項に留意しつつ、国

として政策金融の手法を用いて真に行うべきものを厳選する。その際、各分野毎の政策的特性を

踏まえて、各政策金融機関の機能を個々に精査し、業務内容により仕分けを行った上で、類似の

目的を有する他の政策手段・機能も十分に考慮し、廃止・民間業務等への移行を行うものを判断

する。

(2)規模の縮減

民間金融機能が正常化することを前提に、現行政策金融機関８機関の貸出残高について、将来

的に対 GDP 比率で半減することを目指す。

(3)組織の見直し

(1)の見直しと合わせ政策金融機関８機関については、現行政策金融機関が有する資源にも配慮

しつつ、廃止、民営化を含めて、組織のあり方を検討し、平成 19 年度末までに現行の特殊法人形

態は廃止する。国として必要な政策金融機能を担う後継組織については大胆に統合集約化を進め

る。新たな組織形態については、政策として行うことが必要な事業を確実かつ効率的に行い得る

よう、特に、以下の点を満たす制度設計を行い、厳格なガバナンスを構築する。

① 経営責任の明確化（経営責任を曖昧にする恐れがある収支差補給金の廃止を含む。なお、必

要に応じ利子補給金等により対応する。）

② 事業運営の効率性の向上

③ 民間人も含め改革に意欲のある人材の登用など適材適所の経営責任者の任用

④ 組織及び事業の存続の必要性に係る情報、コストやリスクに係る情報等、情報開示の徹底

⑤ 第三者機関の設置の検討も含めた事前・事後の評価・監視体制の整備（具体的な効果計測指
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標の設定、民業補完の遵守状況の評価基準への採用、評価機関への利用者及び民間金融機関

の代表者の参加を含む。）

⑥ 会計は、原則として企業会計原則によることとする。

(4)政策金融の手法の革新、融資条件の適正化の徹底等

あるべき姿の実現に向けて、移行のための準備期間においても、政策金融の手法の革新、融資

条件の適正化の徹底等可能な措置はできるだけ速やかに実施する。

①政策金融の手法の革新

諸外国の民業補完の事例を参考にしつつ、間接融資、債務保証等の手段への移行、あるいは、

直接貸出を行う場合でも協調融資への移行及び貸付対象要件の透明性の確保を図るなど、手法

の革新を行う。

②融資条件の適正化の徹底

民間に準拠した、リスクに見合った金利設定の導入を引き続き促進する。

貸付における固定金利期間の短期化等を通じて、運用金利と調達金利の期間差異の実質的解

消による金利リスクの排除を図る。

３　留意事項

①改革の過程を通じて、円滑かつ効率的な中小企業金融が確保されるよう配慮する。

②この改革とあわせ、市場型間接金融や直接金融の拡大など、資本市場、民間金融機能の高度

化を進める。そのために、関係府省が一体となって環境整備に取り組む。

③改革の過程において政策金融を活用する場合には、市場本来の機能が最大限に発揮されるよ

う、適切な配慮を行う。

（別添１）政策金融の対象分野に関する基準

構造改革の基本原則である「官から民へ」を踏まえれば、「民間にできることは民間に委ねる」

ことは当然として、「長期、固定、低利」を含め民間ではできない場合であっても、それのみをも

って政策金融の存在が正当化されるわけではない。

政策金融の存在意義が明確に認められるのは、政策の必要性が明らかであると同時に金融機能を

もって対処することが必要な場合である。具体的には、以下の①、②の条件に共に該当する場合で

ある。

① 公益性

政府の介入によって明らかに国民経済的な便益が向上する（社会的な便益が社会的な費用を

上回るため、政策的助成により「高度な公益性」が発生する）場合

② 金融リスクの評価等の困難性

情報が乏しいこと、あるいは不確実性や危険性が著しく大きいことによって、リスクの適切

な評価等が極めて困難なため、民間金融による信用供与が適切に行われない（金融機能面にお

ける「リスク評価等の困難性」ゆえに資金不足が生じる）場合

以上二つの基準を踏まえて、政策金融の活動領域を整理すれば、以下のとおりである。

(A) ①②が共に該当する場合は、政策金融固有の活動領域である。

ただし、金融的手法であっても、直接貸出に限らず債務保証等の他の手段と比較して、どれ

が適切か厳密な選択が必要である。

(B) ①に該当するが、②に該当しないものについては、金融手段による政策介入の必要性は乏し

いため、政策金融で行う必要はない。補助金などの他の政策手段と比較し、コスト最小化の

観点から、不断に厳格な検証を行うことが必要である。

(C) ①②のいずれにも該当しない場合は、政策的介入の必要性はない。

(D) ②に該当するが、①には該当しない場合は、政策的必要性が乏しいことから、基本的に政策

金融の必要はない。むしろ、リスク負担を行う民間の貸手が登場するように、民間の金融市

場の整備を図ることが重要である。
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（別添２）機関別の主要検討課題（抜粋）

７　日本政策投資銀行

・大企業向け融資のあり方

・プロジェクト・ファイナンスのあり方

・地域インフラ向け融資のあり方

加えて、平成 14 年 12 月 17 日には「道路関係四公団、国際拠点空港及び政策金融機関の改革につい

て」が閣議決定されました。当該閣議決定においては、政策金融機関について「政府は、経済財政諮問

会議の結論を踏まえ、経済情勢を見極めつつ、さらに検討を進めるとともに、民間人も含め改革に意欲

のある人材の登用など適材適所の経営責任者任用、特殊法人等整理合理化計画の着実な実行等の措置を

講じる」とされております。なお、こうした特殊法人等改革の動きを踏まえた今後の対処方針について

は、「第２　事業の状況　２．対処すべき課題」をご参照ください。

（注）「特殊法人等改革基本法」は、
① 中央省庁等改革の趣旨を踏まえ、特殊法人等の改革に関し、基本理念を定め、国の責務を

明らかにする。
② 特殊法人等整理合理化計画の策定について定める。
③ 特殊法人等改革推進本部を設置することにより、この法律の施行の日から平成18年３月31

日までの集中改革期間における特殊法人等の集中的かつ抜本的な改革を推進する。
等を内容とするもので、平成13年６月20日に成立（６月22日施行）しました。
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４．関係会社の状況

(１）子会社・関連会社、関連公益法人に該当するものはありません。

　　　（注）　定義は日本政策投資銀行法施行規則（平成11年大蔵省令第80号）第３条によります。

子会社：　　　日本政策投資銀行が議決権の過半数を実質的に所有している会社であって、資金供給業

務としての出資の出資先でないもの。

関連会社：　　日本政策投資銀行が議決権の100分の20以上、100分の50以下を実質的に所有し、かつ、

人事、資金、技術、取引等の関係を通じて財務及び営業の方針に対して重要な影響を与

えることができる会社。

関連公益法人：日本政策投資銀行の業務の一部又は日本政策投資銀行の業務に関連する事業を行ってい

る公益法人その他これに準ずる法人で、日本政策投資銀行が出資、人事、資金、技術、

取引等の関係を通じて財務及び事業の方針決定を支配しているか若しくはそれに対して

重要な影響を与えることのできるもの。

但し、企業会計基準準拠決算においては、下表に掲げる会社を連結対象としています。

その他の当行出資企業につきましては、「財務諸表等規則」及び「連結財務諸表における子会社及

び関連会社の範囲の決定に関する監査上の取り扱い」に基づき判断すれば、子会社又は関連会社に該

当するものはありません。

当行との関係内容

名称 住所
資本金又
は出資金
（百万円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有（又は
被所有）割
合（％）

役員の
兼任等
（人）

資金
援助

営業上
の取引

設備の
賃貸借

業務
提携

（連結子会社）
ＤＢＪ事業再生
投資㈱

東京都
千代田区

10

再 生 投 資
事 業 組 合
の 管 理 運
営

100.0% 4
－ － － －

尚、上記事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。

(２）なお、当行は、民間出資を誘導して事業主体を形成し、円滑な事業遂行を図ることを目的とし

て、日本政策投資銀行法第20条第１項第２号に基づく資金供給業務としての出資を行っている

ほか、特別法に基づき産業基盤整備基金、通信・放送機構（平成16年4月1日より独立行政法人

情報通信研究機構）、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構に出資を行っております。

５．従業員の状況

(１）当行の従業員数

平成15年度 平成16年度 　 増　減

職員数 1,370名 　　1,362 名 　　△８名

　（注）　役員は職員数には含めておりません。

日本政策投資銀行

投資事業組合の管理運営事業

ＤＢＪ事業再生投資（株）
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第２　事業の状況

１． 業績等の概要

前連結会計年度（平成 14 年４月１日から平成 15 年３月 31 日まで）及び当連結会計年度（平成 15

年４月１日から平成 16 年３月 31 日まで）における業績等の概要は次の通りです。

＜前連結会計年度＞

（金融経済環境）

第４期の日本経済におきましては、米国、アジア経済の持ち直しやＩＴ関連の在庫調整終了を受け、

景気は輸出と在庫投資を牽引役として緩やかな回復を見せ、企業業績も改善しました。しかし、デフ

レを背景に企業のリストラ、株価の低迷、金融部門の調整が続く中、国内最終需要の回復力は総じて

弱く、年度後半においては輸出の減速に伴い、ほぼ足踏み状態となりました。こうした中、個人消費

は所得・雇用環境の改善の兆しが見られず概ね横這い圏内で回復感に乏しく、住宅投資も持家が引き

続き低迷したことから減少傾向が続きました。設備投資は、製造業では IT 関連産業のストック調整を

背景に減少が続き、非製造業でも電力や通信・情報を中心とした投資抑制基調を受けて減少しました。

また公共投資は国、地方ともに厳しい財政事情を反映し、減少傾向が続きました。一方金融面では、

企業の資金需要の弱さや金融機関のリスク回避姿勢を反映し貸出残高の減少が続き、企業倒産は高水

準で推移、株価は一段と低迷しました。金利は、日銀が量的緩和策を維持・拡大を受けて低位安定し

て推移しましたが、長期金利は大幅に低下しました。為替レートは、年度当初に比べ、やや円高で推

移しました。

（経営方針）

上記のような状況のなかにあって、当行におきましては前記の中期政策方針及び投融資指針に基づ

いて、自立型地域創造（地域社会基盤整備、地域活力創造、地域連携・地域自立支援）、豊な生活創造

（環境・エネルギー・防災・福祉対策、交通・物流ネットワーク、情報通信ネットワーク）、経済活力

創造（経済構造改革、知的基盤整備）、社会資本整備促進に対して投融資が行われました。

（業績）

前連結会計期間の業績につきましては、次のとおりとなりました。

当行単体の投融資実行額は１兆 2,620 億円（うち出資 1,018 億円）となり、第４期末の投融資残高

は 16 兆 1,139 億円（うち出資 2,548 億円）（注）となりました。

また、当行は企業の民間金融機関からの借入等に対し債務保証を実施しており、第４期における新

規の債務保証は 210 億円となり、第４期末の債務保証残高は 877 億円となっています。尚、この他に

クレジットデリバティブ取引等を活用したＣＬＯ（ローン担保証券）への取組が 22,511 億円あります

（ＳＰＣの発行する社債の取得 100 億円、クレジットデフォルトスワップ取引 22,411 億円）。当該ク

レジットデリバティブ取引については、上記売建て 22,411 億円と同時に、参照債権を同一とする買建

て取引 22,247 億円を締結しております。

第４期の損益状況につきましては、経常収益は資金運用収益の減少等により前年度比 772 億円減少

して 5,460 億円となり、経常費用は資金調達費用等が減少したものの、貸倒引当金等のその他経常費

用が増加したこと等により 6,254 億円となりました。以上の結果、経常損失は 793 億円、当期純損失

は 788 億円となりました。

第４期においては、平成 14 年度補正予算の措置として事業再生・産業再編ファンド等の対応のため、

政府より 600 億円の出資を受け入れております。

（注）部分直接償却前の金額です。
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＜当連結会計年度＞

（金融経済環境）

　第５期の日本経済におきましては、米国をはじめ世界経済が回復する中で、輸出や生産が増加する

とともに、企業収益の改善が続き、設備投資も増加するなど、景気は企業部門を中心に緩やかな回復

が続きました。物価動向につきましては、中東情勢不安による原油価格高騰や中国経済の急速な発展

等による素材需要の高まりを背景に国際商品市況が上昇し、年度末にかけて国内企業物価、消費者物

価とも下落幅が縮小に向かいましたが、依然緩やかなデフレ状況が続きました。こうした中、個人消

費は、所得・雇用環境の一部に明るさがみられる中、消費マインドの改善等から家計の消費支出や小

売販売に持ち直しの動きがみられました。住宅投資は、住宅ローン減税終了前の駆け込み着工後も金

利先高感による着工前倒し等の影響から堅調に推移し、おおむね横ばい圏内で推移しました。設備投

資は、企業収益の回復等を背景に、デジタル家電関連投資のある電気機械や新型車対応投資のある自

動車など製造業が牽引役となり、３年ぶりに増加に転じました。公共投資は、国、地方とも厳しい財

政事情を反映し、減少傾向が続きました。一方金融面では、企業の資金需要の弱さ等を背景に貸出残

高の減少が続きました。企業倒産件数は高水準ながらも減少傾向が続き、株価は国内景気回復期待等

からおおむね上昇基調で推移しました。金利は、日銀の量的緩和策を柱とする一段の金融調節の継続

により年度を通じてゼロ近傍で推移しましたが、長期金利は国内景気回復期待等から上昇基調で推移

しました。為替レートは、年度後半以降国内景気回復期待を背景に円高傾向で推移しました。

（経営方針）

上記のような状況のなかにあって、当行におきましては前記の中期政策方針及び投融資指針に基づ

いて、構造改革・経済活力創造（経済構造改革、知的基盤整備）、自立型地域創造（地域社会基盤整備、

地域活力創造、地域連携・地域自立支援）、豊な生活創造（環境・エネルギー・防災・福祉対策、交通・

物流ネットワーク、情報通信ネットワーク）、社会資本整備促進に対して投融資が行われました。

（業績）

当連結会計期間の業績につきましては、次のとおりとなりました。

当行単体の投融資実行額は 1 兆 1,831 億円（うち出資 616 億円）となり、第 5 期末の投融資残高は

15 兆 2,216 億円（うち出資 3,114 億円）（注）となりました。

また、当行は企業の民間金融機関からの借入等に対し債務保証を実施しており、第 5 期における新

規の債務保証は 154 億円となり、第 5 期末の債務保証残高は 768 億円となっています。尚、この他に

クレジットデリバティブ取引等を活用したＣＬＯ（ローン担保証券）の残高が 21,398 億円あります（Ｓ

ＰＣの発行する社債の取得 100 億円、クレジットデフォルトスワップ取引 21,298 億円）。当該クレジ

ットデリバティブ取引については、上記売建て 21,298 億円と同時に、参照債権を同一とする買建て取

引 21,134 億円を締結しております。

第 5 期の損益状況につきましては、経常収益は資金運用収益の減少等により前年度比 572 億円減少

して 4,888 億円となり、経常費用は資金調達費用等が減少したことに加え、貸倒引当金等のその他経

常費用が減少したこと等により 4,146 億円となりました。以上の結果、経常利益は 741 億円となり、

貸倒引当金戻入益等により特別利益が増加したことから当期純利益は 1,139 億円となりました。

（注）部分直接償却前の金額です。
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（１） 期別投融資金額

以下、「(２）期別投融資残高」までは特殊法人等会計処理基準による金額等を掲載しています。

（単位：百万円）

第３期 第４期 第５期
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

構造改革・経済活力創造 354,878 379,619 416,090

経済構造改革 330,599 349,778 400,383

知的基盤整備 24,279 29,841 15,707

自立型地域創造 247,845 253,241 275,549

地域社会基盤整備 115,707 147,429 182,458

地域経済振興 132,138 105,811 93,091

豊かな生活創造 606,229 573,384 448,131

環境･エネルギー･防災･福祉対策 339,568 269,931 252,116

交通･物流ネットワーク 171,430 176,723 186,290

情報通信ネットワーク 95,231 126,730 9,725

小計 1,208,953 1,206,245 1,139,770

社会資本整備促進 46,736 55,769 43,362

合計 1,255,689 1,262,014 1,183,132

（うち出資） (5,121) (101,834) (61,644)

（うち外貨貸） (  -  ) (  -  ) (  -  )

（注）１．第３期、第４期の投融資は、第５期項目区分に従い、便宜的に区分を組み替えております。
（注）２．ファンドに対する出資額は約諾額ベースで計上しています。
（注）３．第５期の投融資実行状況は次の通りです。

①構造改革・経済活力創造

（ア）経済構造改革

ａ．規制緩和・事業革新等

　我が国経済活力の活性化を目的とした規制緩和分野における新規参入や新たな事業の創出、

我が国産業の活力の再生を速やかに実現するための生産性向上を目的とした事業再構築、司法

プロセス等を通じて再生途上にある経済社会的に有用な事業価値の保全、ファンドを活用した

事業再生事業・産業再生事業、特殊会社等の民営化促進による企業活動の効率化並びにイラク

戦争やＳＡＲＳの影響下での交通・物流体制維持等を対象として投融資を行いました。

ｂ．対日アクセス促進

　諸外国からの対日直接投資の促進を図る観点から、外資系企業が国内で行う事業で、技術・

ノウハウの交流を通じて、我が国の産業構造の高度化、新規産業の創出、雇用増加に貢献する

ことが期待される事業等を対象に融資を行いました。

（イ）知的基盤整備

ａ．新技術開発

　我が国における技術開発力の強化、技術水準の向上等を図る観点から、研究施設整備事業、新

技術の企業化事業等を対象として融資を行いました。

ｂ．新規事業育成

　新たな産業分野を開拓し、我が国経済の活性化を推進する観点から、新規事業を実施するため

の投資やインキュベーションファンドを通じた新規事業の育成等を対象として投融資を行いま
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した。

②自立型地域創造

（ア）地域社会基盤整備

ａ．地域街づくり

　地域の街づくりを推進するため、市街地の再開発・高度利用、公共施設等を備えた建築物の整

備、中心市街地の活性化事業、ファンドを活用した都市再生事業・インフラ整備等を対象に投融

資を行いました。

ｂ．地域社会資本

　地域における社会資本の整備を推進するため、民間事業者の能力を活用した都市基盤・産業基

盤の整備、民間の資金・経営能力等の活用（いわゆるＰＦＩ、ＰＰＰ方式）による効率的・効果

的な社会資本の整備、地域生活を支える港湾・鉄道・バス・航空ネットワークの整備、地域にお

けるエネルギー・情報通信基盤の整備等を対象に融資を行いました。

（イ）地域経済振興

ａ．地域活力創造

　地域活力の創造を推進するため、地域における産業施設の立地促進・高度化事業、地域におけ

る基盤的技術産業の集積・活性化に資する事業等を対象に融資を行いました。

ｂ．地域連携・地域自立支援

　地域連携の推進及び地域の自立的発展を支援するため、地域産業の振興を通じた雇用創出事業、

地域経済の自立的かつ特色ある発展に資する事業等を対象に融資を行いました。

③豊かな生活創造

（ア）環境・エネルギー・防災・福祉対策

ａ．環境対策

  地球温暖化対策推進、エネルギーの有効利用・省エネルギー化推進、資源の有効利用及び国民

の健康維持・生活環境保全等の環境対策推進のため、水力・風力発電等の新エネルギー・自然エ

ネルギーの開発、産業部門等における省エネルギー推進事業、廃棄物・リサイクル対策事業、公

害防止事業、熱効率の高い液化ガス発電施設設置等を対象に融資を行いました。

ｂ．エネルギー・セキュリティ対策

  資源を持たない我が国のエネルギー・セキュリティを確保し、我が国経済を持続的に発展、向

上させる観点から、原子力発電開発、核燃料サイクル事業、石油供給機能整備等を対象に融資を

行いました。

ｃ．防災対策

  災害に強い街づくりを推進するため、都市の防災不燃化、共同溝等ライフラインの防災対策等

を対象に融資を行いました。

ｄ．福祉・高齢化対策

　高齢者・身体障害者が一般の社会生活に参加することを容易にすることにより、国民福祉の向

上を推進するため、人にやさしい建築物整備事業・福祉関連機器普及促進事業等を対象に融資を

行いました。

（イ）交通・物流ネットワーク

ａ．交通ネットワーク

  快適かつ安全な鉄道輸送の確保、利用者利便性の向上、基幹交通網の整備のため、都市生活を

支える都市鉄道および全国ネットの基幹鉄道の整備に関し、安全防災対策、輸送力増強等の観点

から投融資を行うと共に、航空輸送の拠点となる空港施設に関し、空港機能の確保、利用者の利

便性向上等に資する事業等を対象に投融資を行いました。

ｂ．物流ネットワーク

  我が国物流ネットワークの整備のため、貿易物資の安定輸送確保を目的として行う海上輸送基

盤施設等の整備、物流の円滑化・効率化促進に資する施設の整備等を対象に融資を行いました。

（ウ）情報通信ネットワーク

　情報通信ネットワークの整備による高度情報通信社会の構築、信頼性・安全性に配慮された高

度な情報システムの開発・導入促進のため、第一種電気通信事業用通信システム整備、地上デジ

タル放送施設整備、情報処理高度化事業、電子商取引関連情報処理・通信システム整備等を対象

に融資を行いました。
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④社会資本整備促進

　日本電信電話株式会社の株式の売払収入を活用し、社会資本の整備促進と地域の活性化を図る

ため、民間事業者の能力を活用した都市基盤・産業基盤の整備、テレトピア指定地域内における

ＣＡＴＶ施設等の整備事業、加入者系光ファイバ網等高度通信施設整備事業、特定産業廃棄物処

理施設整備事業等を対象に、無利子及び低利子の融資を行いました。

（２）期別投融資残高
（単位：百万円）

第３期 第４期 第５期
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

自 平成14年４月１日
至 平成15年３月31日

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

構造改革・経済活力創造 2,211,306 2,153,896 2,192,177

経済構造改革 1,862,766 1,826,164 1,898,160

知的基盤整備 348,540 327,732 294,017

自立型地域創造 4,024,983 3,821,187 3,639,498

地域社会基盤整備 2,426,323 2,357,258 2,301,205

地域経済振興 1,598,659 1,463,929 1,338,292

豊かな生活創造 10,085,055 9,459,911 8,748,346

環境･エネルギー･防災･福祉対策 5,273,585 4,928,793 4,607,207

交通･物流ネットワーク 3,875,305 3,678,362 3,491,639

情報通信ネットワーク 936,163 852,755 649,499

小計 16,321,345 15,434,995 14,580,022

社会資本整備促進 704,481 678,910 641,596

合計 17,025,826 16,113,905 15,221,619

（うち出資） (154,173) (254,801) (311,427)

（うち外貨貸） (135,074) (122,207) (107,012)

（注）１．第３期、第４期の投融資は、第５期項目区分に従い、便宜的に区分を組み替えております。
　　　２. ファンドに対する出資額は約諾額ベースで計上しております。
　　  ３.　平成14年３月末残高、平成15年３月末残高及び平成16年３月末残高については、それぞれ上

記の他、苫小牧東部開発（株）、むつ小川原開発（株）等からの代物弁済による株式取得26,651
百万円、26,439百万円及び36,171百万円があります。
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 （３）収支

種類 期別 金額（百万円）

前連結会計年度 103,246
資金運用収支

当連結会計年度 111,174

前連結会計年度 543,179
うち資金運用収益

当連結会計年度 485,098

前連結会計年度 439,932
うち資金調達費用

当連結会計年度 373,924

前連結会計年度 1,611
役務取引等収支

当連結会計年度 2,736

前連結会計年度 1,659
うち役務取引等収益

当連結会計年度 2,757

前連結会計年度 48
うち役務取引等費用

当連結会計年度 21

前連結会計年度 －
特定取引収支

当連結会計年度 －

前連結会計年度 －
うち特定取引収益

当連結会計年度 －

前連結会計年度 －
うち特定取引費用

当連結会計年度 －

前連結会計年度 △957
その他業務収支

当連結会計年度 △2,466

前連結会計年度 1,020
うちその他業務収益

当連結会計年度 －

前連結会計年度 1,977
うちその他業務費用

当連結会計年度 2,466
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（４）資金運用／調達の状況

平均残高 利息 利回り
種類 期別

金額（百万円） 金額（百万円） （％）

前連結会計年度 16,770,348 543,179 3.24
資金運用勘定

当連結会計年度 15,875,358 485,098 3.06

前連結会計年度 16,175,273 540,870 3.34
うち貸出金

当連結会計年度 15,179,664 483,195 3.18

前連結会計年度 540,726 2,304 0.43
うち有価証券

当連結会計年度 457,601 1,902 0.42

前連結会計年度 54,349 4 0.00
うち預け金

当連結会計年度 47,511 0 0.00

前連結会計年度 14,626,258 439,932 3.01
資金調達勘定

当連結会計年度 13,684,846 373,924 2.73

前連結会計年度 1,425,203 33,917 2.38
うち債券

当連結会計年度 1,687,632 31,615 1.87

前連結会計年度 13,199,880 397,690 3.01
うち借用金

当連結会計年度 11,994,333 329,073 2.74

　（注）１．平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しております。

２．買現先勘定は有価証券に含みます。

（５）貸出金残高の状況

業種別貸出状況（残高）

平成15年３月31日 平成16年３月31日
業種別

貸出金残高（百万円） 貸出金残高（百万円）
対前年増減（百万円）

製造業 2,816,137 2,623,828 △192,310

農・林・漁業 2,770 2,203 △568

鉱業 32,097 23,966 △8,131

建設業 37,610 29,033 △8,577

電気・ガス・熱供給・水道業 3,890,191 3,548,086 △342,105

運輸・通信業 5,467,275 5,220,783 △246,492

卸売・小売業、飲食店 681,099 650,035 △31,065

金融・保険業 126,358 212,069 85,710

不動産業 1,605,786 1,530,124 △75,663

サービス業 1,052,857 944,137 △108,720

地方公共団体 975 1,455 480

合計 15,713,160 14,785,724 △927,437
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（６）有価証券の状況

　　有価証券残高（末残）

種類 期別 金額（百万円）

前連結会計年度 204,027
国債

当連結会計年度 171,488

前連結会計年度 －
地方債

当連結会計年度 －

前連結会計年度 79,051
社債

当連結会計年度 79,320

前連結会計年度 155,834
株式

当連結会計年度 176,012

前連結会計年度 150
その他の証券

当連結会計年度 150

前連結会計年度 439,063
合計

当連結会計年度 426,971

（７）貸出金等／借入金等の状況

①　貸出金等の状況

貸出金等回収予定 （単位：百万円）

前連結会計年度末残高
（平成15年３月31日） １年以下 １年超５年以下 ５年超10年以下 10年超

15,792,212 1,839,211 6,209,785 5,057,540 2,685,674

当連結会計年度末残高
（平成16年３月31日） １年以下 １年超５年以下 ５年超10年以下 10年超

14,865,045 1,696,800 6,097,707 4,745,561 2,324,975

　（注）　貸出金等は貸出金及び社債を指します。（但し部分直接償却分を除く）

貸出金等平均残高 （単位：百万円）

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

当連結会計年度
自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

貸出金 16,175,273 98.6％ 15,179,664 98.5％

出資金 166,190 1.0％ 190,581 1.2％

その他 59,153 0.4％ 48,455 0.3％

合計 16,400,616 100.0％ 15,418,700 100.0％

　（注）　合計（総資産の平均残高）は、支払承諾及び貸付受入金の平均残高を控除しています。
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②　借用金等の状況

借用金等返済予定 （単位：百万円）

前連結会計年度末残高
（平成15年３月31日） １年以下 １年超５年以下 ５年超10年以下 10年超

14,260,654 1,785,940 6,553,357 4,792,879 1,128,477

当連結会計年度末残高
（平成16年３月31日） １年以下 １年超５年以下 ５年超10年以下 10年超

13,184,056 1,674,868 6,080,109 4,328,134 1,100,944

　（注）　借用金等は、借用金及び債券を指します。

借用金等平均残高 （単位：百万円）

前連結会計年度
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

当連結会計年度
自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

自己資本 1,738,080 10.6％ 1,624,137 10.5％

債券 1,425,203 8.7％ 1,687,632 11.0％

借用金 13,199,880 80.5％ 11,994,633 77.8％

その他 37,453 0.2％ 112,298 0.7％

合計 16,400,616 100.0％ 15,418,700 100.0％
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（参考１）当行の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。

１．損益状況

（１）収益の概要 （単位：百万円）

前 事 業 年 度
(A)

当 事 業 年 度
(B)

増 減
(B)－(A)

業務粗利益 103,901 111,444 7,543

経費（除く臨時処理分） △31,653 △26,766 4,887

人件費 △20,594 △16,116 4,478

うち退職給付費用のうち数理計算上の
差異 △3,007 837 3,844

物件費 △10,053 △9,651 402

税金 △1,006 △998 8

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 72,247 84,678 12,431

一般貸倒引当金繰入額 △8,565 － 8,565

業務純益 63,682 84,678 20,996

うち債券関係損益 － － －

臨時損益 △143,009 △10,501 132,508

株式関係損益 △18,031 △4,649 13,382

不良債権処理損失 △124,777 △5,906 118,871

貸出金償却等 △29,234 △5,906 23,328

個別貸倒引当金純繰入額 △95,542 － 95,542

その他臨時損益 △200 54 254

経常利益 △79,326 74,176 153,502

特別損益 452 39,810 39,358

うち動産不動産処分損益 △17 △25 △8

うち償却債権取立益 470 2,048 1,578

うち貸倒引当金戻入益 － 37,787 37,787

うち退職給付関連損益 － － －

税引前当期利益 △78,874 113,986 192,860

　（注）１．業務粗利益＝資金運用収支＋役務取引等収支＋特定取引収支＋その他業務収支

２．業務純益＝業務粗利益－経費－一般貸倒引当金繰入額

３．臨時損益とは、損益計算書中「その他経常収益・費用」から一般貸倒引当金繰入額を除いたものであり

ます。

４．債券関係損益＝国債等債券売却益（＋国債等債券償還益）－国債等債券売却損（－国債等債券償還損）

－国債等債券償却

５．株式関係損益＝株式等売却益－株式等売却損－株式等償却－投資損失引当金繰入額
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　（２）営業経費の内訳 （単位：百万円）

前 事 業 年 度
(A)

当 事 業 年 度
(B)

増 減
(B)－(A)

役員給 294 285 △9

職員給 8,186 7,865 △321

諸手当 5,561 5,307 △254

うち賞与引当金相当額当期繰入額 37 △115 △152

福利費その他 3,544 3,494 △50

退職給付費用のうち数理計算上の差異 3,007 △837 △3,844

旅費 791 708 △83

業務諸費 8,153 7,973 △180

交際費 1 0 △1

税金 1,006 998 △8

減価償却費 1,106 969 △137

合計 31,653 26,766 △4,887

２．利鞘 （単位：％）

前 事 業 年 度
(A)

当 事 業 年 度
(B)

増 減
(B)－(A)

(1）資金運用利回　　　　① 3.24 3.06 △0.18

(ｲ）貸出金利回 3.34 3.18 △0.16

(ﾛ）有価証券利回 0.43 0.29 △0.14

(2）資金調達原価　　　　② 3.24 2.95 △0.29

(ｲ）預金等利回 － － －

(ﾛ）外部負債利回 3.24 2.95 △0.29

(3）総資金利鞘　　　　　①－② 0.00 0.11 0.11

３．利回り等 （単位：％）

前 事 業 年 度
(A)

当 事 業 年 度
(B)

増 減
(B)－(A)

貸付金等平均利回り(a） 3.34 3.18 △0.16

資金調達利回り(b） 3.01 2.74 △0.27

利幅(a)－(b) 0.33 0.44 0.11

４．営業経費率 （単位：％）

前 事 業 年 度
(A)

当 事 業 年 度
(B)

増 減
(B)－(A)

営業経費率 0.22 0.20 △0.02

　（注）　以上の諸比率は次々頁の算出式を用いて算出しております。
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５．自己資本比率、利益率等

単位
前 事 業 年 度

(A)
当 事 業 年 度

(B)
増 減
(B)－(A)

自己資本比率（国際統一基準） ％ 11.05 12.49 1.44

総資産利益率

業務純益（一般貸倒繰入前） ％ 0.44 0.55 0.11

経常利益 ％ － 0.48 0.48

当期利益 ％ － 0.74 0.74

資本利益率

業務純益（一般貸倒繰入前） ％ 4.46 5.04 0.58

経常利益 ％ － 4.41 4.41

当期利益 ％ － 6.78 6.78

従業員１人あたり貸出金残高 億円 114 107 △7

１店舗あたり貸出金残高（除く事務所） 億円 14,284 13,441 △843

保有有価証券平均残高 億円 5,375 6,240 865

　（注）１．以上の諸比率は次頁の算出式を用いて算出しております。

２．前事業年度は経常損失、当期純損失となったため、利益率はいずれも記載しておりません。

６．債務の保証（支払承諾）の状況

支払承諾の残高内訳 （単位：百万円）

前事業年度末残高
（平成15年３月31日）

当事業年度末残高
（平成16年３月31日）

区 分

件 数 金 額 件 数 金 額

保     証 55件 87,715 44件 76,812
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（諸比率の算出式）

資金運用収益
資金運用利回＝

資金運用勘定平均残高
×100

資金調達費用＋営業経費
資金調達原価＝

資金調達勘定平均残高
×100

貸付金等利息
貸付金等平均利回り＝

貸付金等平均残高
×100

資金調達費用
資金調達利回り＝

資金調達勘定平均残高
×100

営業経費
営業経費率＝

借入金等平均残高
×100

経常利益
総資産経常利益率＝

総資産平均残高
×100

経常利益
資本経常利益率＝

資本勘定期首期末平均残高
×100

当期利益
総資産当期利益率＝

総資産平均残高
×100

当期利益
資本当期利益率＝

資本勘定期首期末平均残高
×100
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（参考２）

１．自己資本比率について

（参考）

　自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成５年大蔵省告示第55号。

以下、「告示」という）に定められた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

　なお、当行は、国際統一基準を適用しております。

連結自己資本比率（国際統一基準）

平成15年３月31日 平成16年３月31日
項目

金額（百万円） 金額（百万円）

資本金 1,182,286 1,194,286

うち非累積的永久優先株 － －

新株式払込金 － －

資本準備金 － －

連結剰余金 － －

資本剰余金 － －

利益剰余金 426,416 540,403

連結子会社の少数株主持分 － －

うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 － －

その他有価証券の評価差損（△） － －

自己株式払込金 － －

自己株式（△） － －

為替換算調整勘定 － －

営業権相当額（△） － －

連結調整勘定相当額（△） － －

計 (A) 1,608,702 1,734,689

基本的項目

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 －  －

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額か
ら帳簿価額の合計額を控除した額の45％ 119 8,530

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45％相当額 － －

一般貸倒引当金 205,015 193,737

負債性資本調達手段等 － －

うち永久劣後債務 － －

うち期限付劣後債務及び期限付優先株 － －

計 205,135 202,268

補完的項目

うち自己資本への算入額 (B) 205,135 202,268

控除項目 控除項目 (C) － －

自己資本額 (A)＋(B)－(C) (D) 1,813,837 1,936,958

資産（オン・バランス）項目 15,775,359 14,907,105

オフ・バランス取引項目 625,911 591,914リスク・ア
セット等

計 (E) 16,401,270 15,499,019

連結自己資本比率（国際統一基準）＝Ｄ／Ｅ×100（％） 11.05 12.49
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単体自己資本比率（国際統一基準）

平成15年３月31日 平成16年３月31日
項目

金額（百万円） 金額（百万円）

資本金 1,182,286 1,194,286

準備金 982,478 1,000,908

任意積立金 － －

次期繰越利益 △556,061 △460,504

その他 － －

その他有価証券の評価差損（△） － －

計 (A) 1,608,703 1,734,689

基本的項目

うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 － －

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳
簿価額の合計額を控除した額の45％ 119 8,530

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の
45％相当額 － －

一般貸倒引当金 205,015 193,737

負債性資本調達手段等 － －

うち永久劣後債務 － －

うち期限付劣後債務及び期限付優先株 － －

計 205,135 202,268

補完的項目

うち自己資本への算入額 (B) 205,135 202,268

短期劣後債務 － －
準補完的項目

うち自己資本への算入額 (C) － －

控除項目 控除項目 (D) － －

自己資本額 (A)＋(B)＋(C)－(D) (E) 1,813,838 1,936,958

資産（オン・バランス）項目 15,775,367 14,907,113

オフ・バランス取引項目 625,911 591,914

信用リスク・アセットの額 (F) 16,401,278 15,499,027

マーケット・リスク相当額に係る額（(H)／８％） (G) － －

（参考）マーケット・リスク相当額 (H) － －

リスク・ア
セット等

計（(F)＋(G)） (I) 16,401,278 15,499,027

単体自己資本比率（国際統一基準）＝Ｅ／Ｉ×100（％） 11.05 12.49
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２．不良債権について

(１）資産自己査定について

当行は、「銀行法」及び「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成 10 年法律第 132

号）の対象ではありませんが、金融庁の「金融検査マニュアル」等に準拠した「自己査定基準」に則

り、各期末時点において債務者区分及び資産分類を実施しています。

格付及び資産自己査定の実施にあたっては、投融資部門から独立した審査部及び信用リスク管理部

がこれを決定し、ＡＬＭ及びリスク管理の総合的な意思決定機関であるＡＬＭ委員会に報告していま

す。

　また、資産自己査定の結果については、銀行法に基づくリスク管理債権及び金融再生法開示債権も

含めて、資産の分類及び集計の妥当性について「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の

検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（平成９年４月15日、改平成11年４月

30日　日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に準拠した監査法人による監査を受け、

リスク管理債権及び金融再生法開示債権を開示しています。

（注）民間金融機関に於いては、平成10年10月６日付全国銀行協会連合会通達（平10調々第177号）

「担保・保証債権の貸倒償却の取扱いについて（ご連絡）」に従い、資産の自己査定により回収不能

又は無価値と判定した担保・保証付債権については、原則として債権額から担保の評価額及び保証等

による回収が可能と認められる額を控除した残額を貸倒償却として債権額から直接減額する会計処

理（以下「部分直接償却」という。）を行っています。日本政策投資銀行法及び関連法令上、こうし

た部分直接償却は認められておりませんが、下記(２)及び(３)における２表におきましては、民間金

融機関に準じ、部分直接償却相当額を控除した金額を掲載しております。

(２）金融再生法に基づく開示債権の推移

　「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」第６条に基づく資産の査定は、当行の貸借対照

表の貸付金及びその他資産中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定について債務者の

財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

１． 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産、会社更生、民事再生等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ

らに準ずる債権

２． 危険債権

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本回収及び利息の受け取りができない可能性の高い債権

３． 要管理債権

３ヶ月以上延滞債権（元金または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヶ月以上

延滞している貸出債権であって、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」

のいずれにも該当しないもの）及び貸出条件緩和債権（経済的困難に陥った債務者の再建また

は支援を図り、当該債権の回収を促進すること等を目的に、債務者に一定の譲歩を与える約定

条件の改定等を行った貸出債権であって、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危

険債権」並びに「３ヶ月以上延滞債権」のいずれにも該当しないもの）

４． 正常債権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、「破産更生債権及びこれらに準

ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外のものに区分される債権
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資産の査定の額（単体）

（単位：億円）

債権の区分
前事業年度

（平成15年３月31日現在）

当事業年度

（平成16年３月31日現在）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 695 323

危険債権 3,263 2,629

要管理債権 1,894 1,934

小計 5,853 4,887

正常債権 152,879 144,409

債権残高 158,733 149,296

(３）銀行法に基づくリスク管理債権の推移

「銀行法」に基づく資産の査定は、当行の貸借対照表の貸付金について債務者の財政状態及び経営

成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

１． 破綻先債権

資産自己査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸出金

２． 延滞債権

資産自己査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する貸出金

３． ３ヶ月以上延滞債権

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヶ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び

延滞債権に該当しないもの

４． 貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返

済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取り決めを行った貸出金で「破綻先債権」、「延

滞債権」及び「３ヶ月以上延滞債権」に該当しないもの

資産の査定の額（単体）

　　　（単位：億円）

債権の区分
前事業年度

（平成15年３月31日現在）

当事業年度

（平成16年３月31日現在）

破綻先債権 546 237

延滞債権 3,411 2,714

３ヶ月以上延滞債権 67 2

貸出条件緩和債権 1,827 1,932

合計 5,852 4,886

なお、銀行法施行規則上、「破綻先債権」及び「延滞債権」は「未収利息不計上貸出金」のうち一

定の事由に該当する貸出金ですが、未収利息の取扱いにつき当行は平成 11 年大蔵省告示第 284 号第

４条に従っているため、「破綻先債権」及び「延滞債権」に区分している債権に対して未収利息を計

上している場合があります。企業会計基準に準じた開示を行うという趣旨に鑑み、上表については銀

行法施行規則上未収利息不計上貸出金に該当する場合については、未収利息を不計上としています。
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業種別リスク管理債権（単体）

（単位：百万円）

前事業年度
（平成15年３月31日現在）

当事業年度
（平成16年３月31日現在）

製造業 40,690 31,767
農林漁業 115 50
鉱業 6,006 1,637
建設業 5,866 912
電気・ガス・熱供給・水道業 18,085 1,087
運輸・通信業 50,602 41,566
卸売・小売業・飲食店 72,771 59,304
金融・保険業 － －
不動産業 274,410 258,319
サービス業 116,691 94,010
地方公共団体 － －

合計 585,240 488,658

(４）不良債権処理に関する方針

不良債権の処理については、金融検査マニュアルや金融商品会計基準等の公正妥当な基準に基づき、

適切な償却・引当を実施しております。

第４期は、企業業績が低迷する取引先が増加したことおよび今後の引当不足や二次的な損失が生じる

ことがないようディスカウント・キャッシュフロー法を中心に引当計算を厳格に行ったことにより与信

関係費用は増加しております。

また、第５期は、引当対象残高の減少などにより貸倒引当金戻入益が生じたことを主因として、与信

関係費用は利益を計上しております。

（単体） （単位：百万円）

前事業年度
自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日

当事業年度
自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日

個別貸倒引当金繰入額 95,542 1,988

投資損失引当金繰入額 9,432 4,075

貸出金償却 23,680 3,836

株式等償却 8,607 605

その他 5,083 20

　小計 142,345 10,526

一般貸倒引当金繰入額 8,565 △39,775

　与信関係費用 150,910 △29,249



－　　－40

日本政策投資銀行：資産自己査定、債権保全状況（平成16年３月期）（単体）
（単位：億円）

債務者区分
金融再生法に
基づく開示債
権

非分類～Ⅱ分類 Ⅲ分類 （Ⅳ分類） 貸倒引当金

（参考）引当
金及び担保・
保証等による
カバー率

リスク管理債
権

破綻先債権
237破綻先

実質破綻先
323

破産更生債権
およびこれら
に準ずる債権

323

全額担保・保証・引当金によ
りカバー

323
うち引当金

29

引当率
100％

引当金は非分
類に計上

（部分直接償却）
523

100％

破綻懸念先
2,629

危険債権
2,629

うち担保・保証・引当金によ
るカバー

2,379
うち引当金

1,433

引当率
85.1％

引当金は非分
類に計上

（部分直接償却）
　　    25

1,464

90.5％

延滞債権
2,714

要管理先債権
2,198

要管理債権
1,934

うち担保・保
証によるカバ
ー

939

信用部分に対
する引当率

70.6％

（部分直接償却）
2

84.9％

３ヶ月以上延
滞債権及び貸
出条件緩和債
権

1,934

要注意先
9,746

債権残高に対
する引当率

10.9％

正常先
134,399

正常債権
144,409

2,494

債権残高に対
する引当率

0.5％

債権残高合計
149,296

開示債権合計
149,296

貸倒引当金合
計

3,958

債権残高に対
する引当率

2.7％

リスク管理債
権

4,886

（注）１．「要管理債権」は、個別貸出金ベースで、リスク管理債権における３ヶ月以上延滞債権および貸出条

件緩和債権に一致します。「要管理先債権」は、「要管理債権」を有する債務者に対する総与信額です。

２．リスク管理債権の合計額と金融再生法開示債権のうち破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債

権並びに要管理債権の合計額の差額は、金融再生法開示債権に含まれる貸出金以外の債権額です。

３．要管理先債権及び破綻懸念先のⅣ分類は、破綻先から債務者区分が上方遷移した取引先に対するもの

です。
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３．地方公共団体の出資または拠出に係る法人（第三セクター）への融資について

当行は、地方公共団体の出資または拠出に係る法人（いわゆる「第三セクター」については、明確な

定義がありませんが、以下では地方公共団体が出資または拠出を行っている法人（但し、上場企業・店

頭登録企業は除く）として整理しています）が行う鉄軌道事業、空港ターミナル事業、ＣＡＴＶ事業、

地下駐車場、再開発・国際会議場等の都市開発事業等の公共性・公益性の高いプロジェクトを対象とし

て、社会資本整備促進融資を含む各投融資制度に基づいて投融資を行っています。これらの事業は、民

間事業者では実施が困難な投資回収に長期を要する低収益のものが多くなっています。

これらの法人への第４期末の貸付金残高は 1 兆 7,977 億円（うちリスク管理債権は 2,902 億円、比率

は 16.1％、なお当行全体のリスク管理債権比率は 3.7％）、第５期末の貸付金残高は 1 兆 5,929 億円（う

ちリスク管理債権は 2,667 億円、比率 16.7％、なお当行全体のリスク管理債権比率は 3.3％）です。

第三セクター向け貸出債権に占めるリスク管理債権の割合が高くなっているのは、第三セクターが行

う事業が公共性・公益性が高く、一般的に投資回収に長期を要することに加え、現下の経済低迷の影響

で売上実績等が計画を下回る等の理由によるものです。当行といたしましては、地方公共団体をはじめ

とする関係者とも協調して、当該事業が継続されることにより本来の政策効果が維持されるよう努めて

います。

第三セクターに対するリスク管理債権（銀行法ベース）（単体）

（単位：億円）

債権の区分
前事業年度

（平成15年３月31日現在）
当事業年度

（平成16年３月31日現在）

破綻先債権 90 20
延滞債権 1,870 1,464
３ヶ月以上延滞債権 0 0
貸出条件緩和債権 941 1,182

合計 2,902 2,667
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２．対処すべき課題

(１）中期政策方針に基づく投融資業務の適切な遂行

平成 14 年３月 29 日、当行の現中期政策方針（第４期～第６期）が主務大臣より通知されました。

現中期政策方針は、前中期政策方針（第１期～第３期）の実施状況に係る運営評議員会の検討結果

や特殊法人等整理合理化計画、現下の重要な政策課題等を踏まえて作成されております。現中期政策

方針において、当行の業務運営に関する基本的な考え方として、①新産業の育成、事業再生等による

産業の活性化、環境保全、雇用機会の創出等を図り、日本経済の構造改革、循環型経済社会の構築、

安定的な社会基盤の形成等を推進し、もって経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活

の実現並びに地域経済の自立的発展に寄与すること、②業務運営に当たっては、国の経済運営に関す

る諸方針を踏まえるとともに、特殊法人等合理化計画に沿って民業補完に徹した事業見直しを行うこ

とを求められております。

当行は、現中期政策方針を踏まえつつ、平成 16 年度投融資計画においても、新規・拡充を行った

分野を中心に、引き続き適切な政策遂行に努めます。

(２）業務運営にあたっての効率性の追求

第３期より実施された財政投融資制度改革の趣旨や、特殊法人等改革に係る議論を踏まえて、今
後、政府関係機関に対しては、業務分野の政策的な重要性だけではなく、業務運営の効率性も強く求
められていくことと思われます。

当行は、設立根拠法に明記されている償還確実性及び収支相償の原則を踏まえ、政策金融機関と
して従来から健全かつ効率的な業務運営に努めて参りました。また、効率的な資源配分、適切なリス
ク管理を行うべく、ＡＬＭ・リスク管理体制を構築し、以下の通り各種リスクに対処しております。
総裁を中心とするＡＬＭ委員会においては、総合的なＡＬＭ・リスク管理に関する基本方針を定める
とともに、各種リスクについての定期的なモニタリングを行っております。

今後とも財投機関債の発行により、市場の評価に晒されることを通じて、業務運営の効率性を一
層追求していきます。

① 信用リスク

投融資にあたっては、政策意義や効果に加えて、事業主体のプロジェクト遂行能力やプロジェク

トの採算性等を中立・公平な立場から審査しております。信用リスクの的確な把握と管理のために、

第１期より内部格付制度を導入し、格付に応じて与信管理を行う体制を整えるとともに、第３期か

らは信用リスクを反映した金利決定の仕組みを一部に導入致しております。

また、当行は「銀行法」及び「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」の対象ではあり

ませんが、金融庁の「金融検査マニュアル」等に準拠した「自己査定基準」に則り、債務者区分及

び資産分類を実施しております。なお、自己査定の結果については、監査法人の監査を受けたうえ

で、リスク管理債権及び金融再生法開示債権を開示しております。

ポートフォリオ管理については、内部格付・自己査定の結果がＡＬＭ委員会に報告されています。

また、ポートフォリオ全体についての信用リスク計量化の試み等を通じて、リスクをより一層適切

にコントロールするための対応策を鋭意検討しております。

② 金利リスク

当行は、融資業務に付随する金利リスクに関し、キャッシュフロー・ラダー分析（ギャップ分析）、

現在価値分析、金利感応度分析、各種シミュレーション等に基づいた資産・負債の総合管理を実施

しております。また、これら金利リスクに関し、ヘッジ目的に限定した金利スワップを一部行って

おります。なお、当行はトレーディング（特定取引）業務を行っておりませんので、同業務に付随

する金利リスクはありません。

③ 流動性リスク

当行は、綿密な資金収支予定管理に加え、預金等の短期資金ではなく、国の財政投融資計画に基

づく財政融資資金、政府保証債、財投機関債等の長期・安定的な資金に調達資金の太宗を依拠して

いるため、流動性リスクに対する強固な基盤を有しております。一方、不測の短期資金繰り調整の

必要等に備え、手元資金は安全性と流動性を勘案した短期運用を中心としているほか、複数の民間

金融機関との間で当座貸越枠の設定等も行っています。また、日銀決済のＲＴＧＳに対しても、日
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中の流動性を確保するとともに決済状況等について適切な管理を実施しております。

④ 為替リスク

為替リスクは、外貨建融資及び外貨建債券発行により発生します。これについては、通貨スワッ

プを利用することにより、リスクヘッジを行っています。なお、スワップに伴うカウンターパーテ

ィーリスクについては、スワップ取組み相手の信用力を常時把握するとともに、複数機関に取引を

分散させることにより管理を行っています。

(３）ナレッジバンク機能の発揮

　　　　当行は、旧日本開発銀行・旧北海道東北開発公庫の時代から長年培ってきたプロジェクト形成ノ
ウハウによる知的支援や、ＰＦＩ・プロジェクトファイナンスなどの新しい事業手法・金融手法の
活用、経済社会の変化や政策要請を先取りした情報の生産・発信などにも積極的に取り組んでいま
す。当行は、こうした金融・プラス・アルファの機能を発揮する「ナレッジバンク」として、新し
い発想のもとに政策金融機関としての役割を果たして参ります。

(４）国民に対する説明責任（アカウンタビリティ）の確保

　　　　当行は、政策金融機関として、民間金融機関と同様の水準のディスクロージャーを行うべく、管
理体制の整備等に努めております。第１期より、民間金融機関と同様の基準に則り算出した銀行法
リスク管理債権及び金融再生法開示債権を、監査法人監査を経たうえで、開示しております。第２
期決算からは、特殊法人等会計基準他に則った従来からの財務諸表とは別に、「財務諸表等の用語、
様式及び作成方法に関する規則」（財務諸表等規則）に基づいた財務諸表を作成し、監査法人の監
査証明を受け、本報告書においてその内容につき開示しております（「第５　経理の状況」以下参
照）。また、財政制度等審議会財政制度分科会法制・公企業会計部会公企業会計小委員会が公表し
た「特殊法人等に係る行政コスト計算書作成指針」（平成13年６月19日）に準拠して作成した行政
コスト計算財務書類も当行ホームページ等にて公表しております。
更に、当行は、行政活動の一端を担う機関として、その活動の成果を政府・国民に対して説明す

る責任（アカウンタビリティ）を有しています。行政評価・政策評価は、欧米の先進事例を参考に、
政府・自治体においても取組みが進められておりますが、当行も、アカウンタビリティの確保とよ
り良い業務運営のために、専門セクションを設置し、政策金融評価制度を導入しています。具体的
には、①個別案件評価（個々の投融資案件の政策的な効果等を評価）、②投融資制度評価（投融資
制度の有効性等を評価）、③プロジェクト評価（特定案件の詳細評価）を行い、それらの結果を④
政策金融評価報告書（総括評価）にまとめ、運営評議員会に報告したうえで公表しています。当行
では、平成12年度に以上のような仕組みを導入し、その成果を踏まえて13年度から政策金融評価報
告書の公表を始めました。平成15年度につきましても同報告書をとりまとめ、当行ホームページ等
にて公表しております。

(５）特殊法人等改革の動向を見据えた対処方針

当行は、総合政策金融機関として、政策的に必要な各種リスクのあるプロジェクトに対し、民間
金融のみでは十分な対応が困難な長期・固定の資金を供給することを使命として参りましたが、従
来からその時々の時代の政策的要請に従って投融資分野の不断の見直しを行ってきたところであ
ります。

既に、平成14年度以降の投融資計画の策定においては、政府が平成13年12月19日に閣議決定した
「特殊法人等整理合理化計画」に沿って、対象事業の見直しや融資比率の引き下げによる投融資規
模の縮減、事業リスク・期間リスクの高い分野への取組み、保証機能の積極的な活用等、民業補完
を重視した業務運営の方針を明確にしております。当行と致しましては、平成14年12月13日に政府
の経済財政諮問会議にてとりまとめられました「政策金融改革について」の趣旨を真摯にうけとめ、
現下の経済情勢を十分踏まえつつ政策金融機関としての使命を的確に果たし得るよう、今後とも最
善の努力をしていきます。
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３．事業等のリスク

　投資判断において影響を及ぼす可能性があると考えられる当行の事業その他に関する主なリスクに

ついて記載しております。なお、当行は、これらのリスクを認識した上で、発生の回避および発生した

場合の適切な対応に努める所存であります。

（１） 信用リスク

　当行は景気の動向や不動産価格の変動等を背景に、投融資先の経営状況が悪化して資産の価値が減少

ないし消滅する信用リスクを負っています。これまでも貸倒引当金の適正な計上、不良債権のオフバラ

ンス化をはじめ、不良債権への対応を着実に進めてきましたが、想定外の事由により資産価値が劣化す

る可能性があります。第４期及び第５期の不良債権に関する詳細は、「第２　事業の状況　参考２　２

不良債権について」を、ご参照ください。

（２） 市場リスク（金利リスク、為替リスク）

　当行はバンキング業務に係る資産と負債の期間ミスマッチによる金利リスクや外貨建取引に係る為

替リスクを負っています。これまでもヘッジ目的に限定した金利及び通貨スワップ取引等により、適切

なリスクヘッジを行なってきましたが、市場の急激な水準変更により資産価値が劣化する可能性があり

ます。

当行は、有価証券に関する純投資や特定取引（トレーディング）業務を行っておらず満期保有が原則

であります。第４期及び第５期の有価証券の時価情報にかかる詳細に関しては、「第５　経理の状況」

注記事項（有価証券関係）を、ご参照ください。

　尚、当行が利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金利スワップ取引、通貨関連では通貨ス

ワップ取引、信用関連ではクレジットデリバティブ取引であります。金利スワップ取引及び通貨スワッ

プ取引は、ヘッジ目的でのみ利用しております。クレジットデリバティブ取引については債務保証業務

の一環として一定のリスクの範囲内で取引を行っております。第４期及び第５期の詳細に関しては、「第

５　経理の状況」注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照下さい。

（３） 流動性リスク

　当行は回収・返済ギャップが過大となり資金調達に困難が生じたり、または資金繰りの中で突発的な

事象の発生により資金繰りが破綻する流動性リスクを負っています。当行は国の財政投融資計画に基づ

く安定的な資金調達基盤を有しており、これまでも綿密な資金収支予定管理、手元流動性の確保、民間

金融機関との間の当座貸越枠設定等の対応を行なっていますが、不測の事態等において資金調達費用が

増加する等の可能性があります。

（４） 事務リスク

　当行は役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等により損失を被る事務リスクに晒されてい

ます。これまでも事務手続における相互チェックの徹底、教育・研修の実施をはじめ、事務リスクの軽

減・防止に努めてきましたが、不測の事態等においてそれに応じた損失が発生する可能性があります。

（５） システムリスク

　当行はコンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備等に伴い損失を被るシステムリ

スクに晒されています。これまでも情報セキュリティ管理部門や情報資産管理者を設置する等の対応を

行なっていますが、不測の事態等においてそれに応じた損失が発生する可能性があります。
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４．経営上の重要な契約等

該当事項はありません。

５．研究開発活動

該当事項はありません。
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６．財政状態及び経営成績の分析

（１）経営成績の変動について

前事業年度（第４期）の損益については、次の通り当期損失を計上しております。

業務粗利益　　1,039 億円

業務純益　　　  722 億円

経常損失　　　▲793 億円

当期損失　　　▲788 億円

これは、日本経済が緩やかなデフレ状態にある中で、景気低迷が長期化し、企業業績が低迷を余儀な

くされたこと、また、こうした経済環境を踏まえ、今後の引当不足や二次的な損失が生じることがない

ようディスカウント・キャッシュフロー法を中心に引当計算を厳格化する等、将来リスクへの手当を主

体的に行なったことによる不良債権処理額 1,509 億円（一般貸倒引当金純繰入額を含む与信関係費用）

を計上したことに起因するものです。

なお、上記処理額計上後もなお、当行の平成 15 年３月末時点の自己資本比率は 11.05%（連結自己資

本比率も同じ）を確保しております。

当事業年度（第５期）の損益については、次の通り当期利益を計上しております。

業務粗利益    1,114 億円

業務純益　　　  846 億円

経常利益　　　  741 億円

当期利益　　　1,139 億円

これは、貸倒引当対象残高の減少などによる貸倒引当金戻入益 377 億円の計上を主因として、与信関

係費用において 292 億円の利益を計上したことに起因するものです。

なお、当行の平成 16 年３月末時点の自己資本比率は 12.49%（連結自己資本比率も同じ）を確保して

おります。

（２）財政投融資対象事業に関する政策コスト分析について

政策コスト分析は財政投融資を活用している事業の実施に伴い、国（一般会計等）から将来にわたっ

て投入される補助金等の額を割引現在価値に引き直して試算したもので、将来の国民負担に関するディ

スクロージャーを一層進めるとの観点から、平成 11 年度より取り組まれております。平成 16 年度の分

析結果は財政投融資分科会での審議を経て、財務省より平成 16 年６月 29 日に公表されました。

当行の政策コスト分析では、平成 16 年度の投融資計画に基づいて投融資を実行したのち、平成 17

年度以降は新規投融資を行わないという前提で、すべての貸付金が回収される平成 41 年度までの 26 年

間が分析期間となっており、貸付金償却率および繰上償還率等に一定の仮定を置いて、国庫納付金額等

を試算し、平成 41 年度の分析期間終了時点に資本金及び準備金を国に全額返済する前提で、現在価値

にして 1,069 億円の政策コストが将来にわたり発生するという試算になっています（下表参照）。

なお、当行が収支相償原則に基づいて運営され、毎事業年度において直接的な収支差補給金を受けて

いないにもかかわらず、プラスの政策コストとなっているのは出資金及び法定準備金の機会費用がコス

トとして計算されていることによるものです。

また、今回の政策コストは平成 15 年度の政策コスト（591 億円）より 478 億円増加していますが、

これは試算の共通前提である割引金利の変更等により国からの出資金等の機会費用分が増加した影響

等によるものです。
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　　　　　　　　　　 （単位：億円）

区　　分 15年度 16年度 増減

１．国からの補給金等 55 48 △7

２．国からの出資金等の機会費用分 6,212 7,472 △1,260

１～２小計 6,267 7,520 1,253

３．国への資金移転 △5,676 △6,451 △775

１～３合計＝政策コスト 591 1,069 478
分析期間（年） 26 26 －

（３）特殊法人等に係る行政コスト計算書の作成について

特殊法人等の会計処理については、説明責任（アカウンタビリティ）の確保と透明性の向上の観点か

ら、特殊法人等が民間企業として活動していると仮定した場合の財務諸表を企業会計原則に従って作成

すること等について検討を行うことを目的として、平成 12 年 10 月 31 日に財政制度審議会公企業会計

部会が設置され、検討が開始されました。

その結果、平成 12 年 12 月 18 日に公表された論点整理において、特殊法人等の業績の評価に加えて、

国の財政に係る説明責任（アカウンタビリティ）の充実と透明性の向上の観点から、特殊法人等の業務

運営に伴う国民の負担を明らかにする必要があり、このため、国民の将来の負担や内在的な損失等を含

めて、特殊法人等の業務に係る国民の負担を明確にするため、行政コスト計算書等を導入する必要があ

るとされました。

この論点整理を受け、行政コスト計算書の作成方法等について具体的な検討が行われ、平成 13 年６

月 19 日に財政制度等審議会財政制度分科会法制・公企業会計部会公企業会計小委員会より「特殊法人

等に係る行政コスト計算書作成指針」が公表されました。

同指針によると、行政コスト計算書は個々の特殊法人等の特性を捨象し、特殊法人等が民間企業とし

て活動を行っていると仮定した場合の財務書類であり、損益計算書では明らかとならない国の財政措置

についても国民負担に帰するコストとして認識するものです。

具体的には、法人設立法、同財務会計省令、特殊法人等会計処理基準等に基づき作成されている現行

の貸借対照表、損益計算書について、企業会計原則と異なる会計処理がなされている部分に関して、企

業会計原則に準拠した会計処理に則って修正を行い、民間企業仮定貸借対照表、民間企業仮定損益計算

書及び民間企業仮定利益金処分計算書（又は、民間企業仮定損失金処理計算書）を作成し、民間企業仮

定損益計算書に計上された費用から、手数料収入等の自己収入を控除し、これに政府出資金や国有財産

の無償使用等に係る機会費用を加算して、行政コストを算出します。

また、特殊法人等の中には、その業務として出資の方法により事業資金の供給を行っている法人もあ

り、このような出資先企業との連結によって明らかとなる行政コストも存在するとの観点から、企業会

計原則に準拠した連結決算を行い、特殊法人等と子会社とを連結した行政コスト計算書等を作成するこ

ととしています。

なお、行政コスト計算書を中心として構成される体系的な財務報告書である「行政コスト計算財務書

類」および「連結行政コスト計算財務書類」（注）は、特殊法人等設立法等に基づく法定の財務書類で

はなく、現在作成されている財務諸表に添付される性格のものであって、両者は並列的に作成されるも

のです。

公表については、現行の財務諸表と同時期に行われます。

平成 15 年度（第５期）行政コスト計算財務書類（平成 16 年 6 月 29 日公表）の概要は以下の通りで

す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （単位：百万円）

単　　体 （参考）持分法適用

業 務 費 用 合 計 △113,276 △118,069

 機 会 費 用 合 計   22,485    22,485

行 政 コ ス ト △90,790  △95,583
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・ 業務費用合計のプラス（マイナス）は、民間企業仮定損益計算書では当期純損失（当期純利益）に相当し

ます。なお、取引先の利子負担を軽減するために政府から当行を経由して取引先に支給されている利子補給

金709百万円を「業務費用」中「業務収入（資金運用収益）」の項目より控除しているため、業務費用合計

はその額だけ当期純損失よりも多くなっています。当行では、企業会計基準に基づけば、子会社及び関連会

社に該当するのはＤＢＪ事業再生投資（株）のみです。従ってその他の出資会社については連結の範囲及び

持分法適用の範囲には含まれず、連結会計の適用を行う必要はありません。なお、当行では、行政コスト計

算書の趣旨に鑑み、説明責任確保と透明性向上の観点から、当行の出資比率20％以上の出資会社の情報を従

来以上に開示するとともに、仮にこれらの会社を連結会計の対象とした場合の試算結果を公表することとし、

日本政策投資銀行法第20条第１項に基づく出資のうち、出資比率20％以上の出資先につき、持分法を適用し

た試算結果を（参考）として併記しています。

公表の方法については、行政コスト計算財務書類及び連結行政コスト計算財務書類を本支店に備え置

き開示するとともに、その概要を当行ホームページに掲載しています。

なお、本報告書の「第５　経理の状況」には、行政コスト計算書を作成する際の前提となる、企業会

計基準に基づいて作成し監査法人の監査証明を受けた財務諸表を開示しています。

（注）行政コスト計算財務書類、連結行政コスト計算財務書類の内容は以下の通りです。

　　　　　

　　＜行政コスト計算財務書類＞

　　　　　行政コスト計算書

　　　　　添　付

　　　　　　　民間企業仮定貸借対照表

　　　　　　　民間企業仮定損益計算書

　　　　　　　キャッシュ・フロー計算書

 　　　　　　 民間企業仮定利益金処分計算書

　　　　　　　財務書類の注記

　　　　　　　附属明細書

　　＜連結行政コスト計算財務書類＞

　　　連結行政コスト計算書

　　　添　付

　　　　　　　民間企業仮定連結貸借対照表

　　　　　　　民間企業仮定連結損益計算書

　　　　　　　連結キャッシュ・フロー計算書

 　　　　　　 民間企業仮定連結剰余金計算書

　　　　　　　財務書類の注記

　　　　　　　附属明細書
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第３　設備の状況

１．設備投資等の概要

当連結会計年度末は、施設更新など合計で891百万円の設備支出を行いました。
また、当連結会計年度中に処分（売却・除去）した設備等の処分時点帳簿価格の合計は533百万円とな
っており、舎宅等の売却が主なものです。

２．主要な設備の状況

当連結会計年度末における主要な設備の状況は次のとおりであります。
（単位：百万円）

土　　地 建物 動産 合計
会社名 所在地 内容

面積 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額

当行 － 本・支店 東京都千代田区等
事務室・
舎宅等

168,483㎡ 20,479 16,814 393 37,687

国内連結子会社 － － － － － － － － －

３．設備の新設、除却等の計画

当連結会計年度末において計画中である主要な設備の新設等は次のとおりであります。

　　　　　　（単位：百万円）

会社名 所在地 区分 内容 投資予定額

当行 本・支店 東京都千代田区等
改修・
更新等

施設更新等 321



－　　－50

第４　法人の状況

１． 資本金の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

資本金 摘要
年月日

増減額 残高

平成11年10月１日～ 政府による増資

　平成12年３月31日
110,900 976,286

平成12年４月１日～ 政府による増資

　平成13年３月31日
63,100 1,039,386

平成13年４月１日～ 政府による増資

　平成14年３月31日
82,900 1,122,286

平成14年４月１日～ 政府による増資

　平成15年３月31日
60,000 1,182,286

平成15年４月１日～ 政府による増資

　平成16年３月31日
12,000 1,194,286

（参考）

旧日本開発銀行の資本金の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

資本金 摘要
年月日

増減額 残高

平成８年４月１日～ 政府による増資

　平成９年３月31日
9,000 332,275

平成９年４月１日～ 政府による増資

　平成10年３月31日
9,500 341,775

平成10年４月１日～ 政府による増資

　平成11年３月31日
347,850 689,625

平成11年４月１日～ 政府による増資

　平成11年９月30日
9,500 699,125

旧北海道東北開発公庫の資本金の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

資本金 摘要
年月日

増減額 残高

平成８年４月１日～ 政府による増資

　平成９年３月31日
4,000 71,061

平成９年４月１日～ 政府による増資

　平成10年３月31日
4,000 75,061

平成10年４月１日～ 政府による増資

　平成11年３月31日
59,000 134,061

平成11年４月１日～ 政府による増資

　平成11年９月30日
32,200 166,261
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２． 役員の状況

（１） 役員の定数及び任期
　日本政策投資銀行法第８条に基づく役員の定数及び同法第11条に基づく役員の任期は次の通りで
あります。

　  役　職 　定　　数 任　　　　　　期

　  総　裁
　  副総裁
　  理　事
　  監　事

　　 １人
　　 ２人
   12人以内
   ２人以内

４年（再任されることができる）
４年（再任されることができる）
２年（再任されることができる）
２年（再任されることができる）

　
（２） 役員の状況（平成16年６月30日現在）

役 　職
氏　　名

（生年月日）
略　　　　　　歴

総　裁
小　村　　　武

（昭和14年９月２日生）

昭和38年４月  大蔵省入省
平成９年７月  大蔵事務次官
　　10年２月　財務総合政策研究所顧問
　　　　　　　（名称変更後）
　　13年１月　当行総裁（現職）

副総裁
山　口　　公　生

（昭和19年８月20日生）

昭和42年４月  大蔵省入省
平成８年７月　銀行局長
　　10年７月　日本開発銀行理事
    11年10月　当行理事
    13年７月  損害保険料率算出機構副理事長
　　　　　　　（名称変更後）
　　15年６月　当行副総裁（現職）

副総裁
大　川　　澄　人

（昭和22年１月27日生）

昭和44年７月  日本開発銀行入行
平成11年10月  当行総務部長
    12年３月　理事
　　16年６月　副総裁（現職）

理　事
金　子　　孝　文

（昭和19年11月２日生）

昭和43年４月　経済企画庁入庁
平成10年６月　国民生活局長
　　12年７月　当行理事（現職）

理　事
一　色　　浩　三

（昭和21年１月28日生）

昭和44年７月  日本開発銀行入行
平成11年10月  当行人事部長
　　13年６月　理事（現職）

理　事
乾　　文　男

（昭和22年10月７日生）

昭和45年４月　大蔵省入省
平成13年１月　金融庁総務企画局長
        ７月　当行理事（現職）
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役 　職
氏　　名

（生年月日）
略　　　　　　歴

理　事
髙　橋　　朋　敬

（昭和20年１月５日生）

昭和45年５月　運輸省入省
平成13年１月　国土交通省自動車交通局長
        10月　当行理事（現職）

理　事
伊　藤　　博　明

（昭和22年９月23日生）

昭和46年４月　北海道東北開発公庫入庫
平成11年10月　当行人事部審議役
　　12年６月　東北支店長
    14年４月　理事（現職）

理　事
荒　木　　幹　夫

（昭和23年３月23日生）

昭和46年７月　日本開発銀行入行
平成11年10月　当行産業・技術部長
　　12年３月　総務部長
　　14年６月　理事（現職）

理　事
安　藤　　　隆

（昭和23年２月３日生）

昭和45年４月  日本開発銀行入行
平成11年10月  当行関西支店長
    13年３月　監事
　　15年２月　理事（現職）

理　事
鹿　島　　文　行

（昭和23年11月23日生）

昭和46年７月  日本開発銀行入行
平成11年10月　当行環境・エネルギー部長
　　13年６月　人事部長
　　15年６月　理事（現職）

理　事
及　川　　耕　造

（昭和20年10月17日生）

昭和44年７月　通商産業省入省
平成12年６月　特許庁長官
　　14年11月　株式会社野村総合研究所顧問
平成15年10月　当行理事（現職）

理　事
多　賀　　啓　二

（昭和25年７月25日生）

昭和48年４月  日本開発銀行入行
平成11年10月　当行都市開発部長
　　14年６月　総務部長
　　16年６月　理事（現職）
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役　 職
氏　　名

（生年月日）
略　　　　　　歴

理　事
貝　塚　　啓　明

（昭和９年２月16日生）

昭和37年　　　東京大学大学院博士課程修了
　  51年      東京大学経済学部教授
平成６年      同名誉教授（現職）
　　同年      財務総合政策研究所名誉所長
　　　　　　　（名称変更後、現職）
   11年10月   当行理事（現職）
　 16年４月　 中央大学研究開発機構教授（現職）

理　事
北　村　　歳　治

（昭和18年10月17日生）

昭和44年７月  大蔵省入省
平成８年７月  財政金融研究所次長
　　11年10月  早稲田大学国際情報通信研究
　　　　　　　センター教授（現職）
　　　  同月  当行理事（現職）

監　事 星　　　弘　行
（昭和26年６月20日生）

昭和50年４月  日本開発銀行入行
平成11年10月　当行信用リスク管理部長
　　13年６月　審査部長
　　15年６月　関西支店長
　　16年６月　監事（現職）

監　事
小　林　　茂

（昭和24年12月10日生）

昭和48年４月  北海道東北開発公庫入庫
平成11年10月　当行政策企画部長
　　13年６月  中国支店長
　　15年６月　監事（現職）
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（３） 役員の給与及び退職手当の支給に関する基準

１.社会一般の情勢への適合
日本政策投資銀行法第19条では、役員の給与及び退職手当（以下「給与等」という。）の支給の基
準を定めるにあたって、社会一般の情勢に適合することが求められている。その際、基本的な考え
方として以下の点に配慮するものとする。

(１)役員の給与等は、各役職の職責及び必要とされる能力に応じたものであること。
(２)役員の給与等は、日本政策投資銀行の適切な業務運営を図る為に必要な人材を確保しうるもの

とし、そうした人材の民間企業等における処遇の実情を勘案すること。
(３)役員の給与等は、日本政策投資銀行の業務及び財産の公共性に鑑み、その総額を含め適正かつ

効率的なものとなるよう配慮すること。

２.役員の給与等の区分
役員の給与等は、以下の通りとする。
(１)役員給与：報酬、特別調整手当、特別手当、通勤手当
(２)役員退職手当：退職手当

３.役員給与
(１)報酬
　報酬は月額をもってこれを定め、毎月定額を支給する。
(２)特別調整手当
　特別調整手当は報酬に100分の12を乗じた額として、毎月報酬と同時に支給する。
(３)特別手当
　特別手当は、１月より６月までの分を６月に、７月より12月までの分を12月に支給する。
(４)通勤手当
　通勤手当は、通勤のため公共交通機関を利用している役員に対して支給する。

４.役員退職手当
(１)退職手当は、当該役員の在職期間１月につき、当該役員の退職の日における報酬月額に100分

の12.5の割合を乗じて得た額に総裁が別に定める委員会が0.0から2.0の範囲内で業績に応じて
決定する業績勘案率を乗じて得た額とする。

　 (２)総裁は、上記委員会が業績勘案率の決定を行う場合、退職手当の支給に当たりあらかじめ財務
大臣に通知する。

５.就退任に伴う給与等の計算
就任または退任の場合、報酬及び特別調整手当は日割により、特別手当及び退職手当は月割により
計算する。

６.その他
(１)役員の報酬の金額及び特別手当の支給率は、総裁がこれを定める。
(２)役員の給与等の支給に関する細則その他の事項は、別に定める。

付則
　この基準は、平成16年１月１日から実施する。
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(参考)役員の報酬月額及び特別手当の支給率

１． 報酬月額（単位：千円）
総裁 1,301
副総裁 1,187
理事 　999
監事 　824

２． 特別手当の支給率
支給率 3.30ヶ月／年
特別手当＝[（報酬月額+特別調整手当）+（報酬月額×0.25）+

　{（報酬月額+特別調整手当）×0.2}]×支給率
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３．コーポレートガバナンスの状況

　当行のガバナンス体制は、大きく（１）法に基づくもの、（２）監査法人監査の自主的な受検、（３）

内部管理から構成されています。

（１） 法に基づくもの（３．事業の内容「政府との関係」参照）

　当行予算は国会の議決により承認されており、決算は会計検査院の検査を経て国会に提出されます。

また主務大臣（財務大臣及び国土交通大臣）による監督・検査が行なわれるほか、平成15年度からは

主務大臣からの委任に基づく金融庁検査も実施されています。さらに当行は主務大臣が作成した中期

政策方針に従って業務を行っているほか、外部有識者による運営評議員会を設置し、業務の実施状況

を検討いただき、透明性確保の観点から、その検討結果を公表しています。

（２） 監査法人監査の自主的な受検

　当行は平成11年度より自主的に資産の自己査定を実施し、平成12年度からは監査法人の監査を受け

ており、自己査定結果や企業会計原則に準拠した財務諸表の正確性・透明性の向上を図っています。

（３） 内部管理

役員会は総裁、副総裁、理事をもって構成され、当行の経営及び業務運営にかかる重要な政策的

基本的問題ならびに貸付業務にかかる重要な審議を行なっています。

　監事は総裁または主務大臣に意見を提出することができ、当行の業務を監査しています。

また、内部監査部門として総裁直轄の上席審議役を設置しており、監査の独立性を確保していま

す。


